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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （百万円） 122,199135,758134,814144,888122,452

経常利益 （百万円） 3,039 4,191 2,912 3,465 806

当期純利益又は　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　当期純損失(△)

（百万円） 1,565 1,727 2,138 1,302 △3,543

純資産額 （百万円） 16,035 20,034 24,433 23,745 15,218

総資産額 （百万円） 66,768 76,425 82,724 81,406 66,503

１株当たり純資産額 （円） 438.83 535.80 585.28 554.23 347.56

１株当たり当期純利益又は　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期純

損失(△)

（円） 41.49 45.85 56.90 34.39 △93.35

潜在株式調整後         　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１株当たり当期純利益

（円） 41.01 44.68 56.00 34.14 ―

自己資本比率 （％） 24.0 26.2 26.7 25.8 19.8

自己資本利益率 （％） 9.9 9.6 10.2 6.0 △20.7

株価収益率 （倍） 9.98 13.17 9.26 8.4 ―

営業活動による　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー

（百万円） 9,359 10,456 3,842 8,783 4,364

投資活動による　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー

（百万円） △5,611△10,490△9,729 △6,126 △6,272

財務活動による　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー

（百万円） △6,058 △166 6,312 △1,622 2,078

現金及び現金同等物の　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末

残高

（百万円） 348 412 831 1,893 1,505

従業員数
（名）

4,149 4,453 4,712 4,738 4,836

[平均臨時雇用数] [693] [598] [481] [539] [501]

（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、１株当たり当期純損失

を計上しているため記載しておりません。
３　第76期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
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号）を適用しております。
４　従業員数は、就業人員で表示しており、臨時従業員数は［　］内に各連結会計年度の平均人員を外数

で記載しております。

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

  3/118



(2)　提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （百万円） 62,423 61,820 59,555 66,600 58,877

経常利益又は経常損失(△) （百万円） 1,094 1,000 792 948 △1,161

当期純利益又は         　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当期純損失(△)

（百万円） 688 630 1,020 793 △3,629

資本金 （百万円） 5,821 5,821 5,821 5,821 5,821

発行済株式総数 （株） 39,511,72839,511,72839,511,72839,511,72839,511,728

純資産額 （百万円） 13,812 15,397 15,926 15,673 11,028

総資産額 （百万円） 47,627 52,785 56,058 60,214 54,470

１株当たり純資産額 （円） 377.84 411.51 421.36 413.31 290.42

１株当たり配当額
（円）

7.00 9.00 9.00 9.00 4.50

(うち１株当たり中間配当額) （―） （―） （―） （―） （―）

１株当たり当期純利益又は　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期純損

失(△)

（円） 17.67 15.95 27.15 20.94 △95.61

潜在株式調整後　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　１株当たり当

期純利益

（円） 17.46 15.55 26.73 20.79 ―

自己資本比率 （％） 29.0 29.2 28.4 26.0 20.2

自己資本利益率 （％） 5.0 4.3 6.5 5.0 △27.2

株価収益率 （倍） 23.43 37.86 19.41 13.8 ―

配当性向 （％） 39.6 56.4 33.1 43.0 ―

従業員数
（名）

1,020 1,071 1,089 1,124 1,201

[平均臨時雇用者数] [24] [33] [36] [46] [55]

（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向については、１株当たり

当期純損失を計上しているため記載しておりません。
３　第75期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当２円が、第76期の１株当たり配当額には東証

一部上場記念配当１円がそれぞれ含まれております。
４　第76期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。

５　従業員数は、就業人員数を表示しており、臨時従業員数は[　]内に各事業年度の平均人員を外数で記
載しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

明治45年１月 八王子市に織物工場を設立。

昭和８年１月 河西合名会社を設立。

昭和21年10月河西合名会社を河西工業株式会社に組織変更。

昭和24年８月 両国工場開設、ドアー用木製品製造開始。

昭和31年８月 東京都品川区に品川工場開設、両国工場から移転。

昭和36年12月神奈川県横須賀市に追浜工場開設。

昭和39年７月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和39年７月 神奈川県高座郡寒川町に寒川本社工場開設、品川工場より移転。

昭和40年３月 本店を東京都品川区から東京都中央区に移転。

昭和48年４月 栃木県足利市に足利工場開設。

昭和51年12月大分県宇佐市に九州工場開設。

昭和58年８月 寒川本社工場内に技術センター完成。

昭和61年３月 三重県津市に三重河西㈱を設立。(現・連結子会社)

昭和61年10月米国テネシー州にM-TEK INC.を設立。(現・連結子会社)

昭和61年12月㈱エーピーエムを設立。(現・連結子会社)

平成２年11月 埼玉県大里郡寄居町に寄居工場開設。

平成３年10月 英国マーサにレイデル社(現・ビステオン社)と合併でR-TEK Ltd.を設立。(現・連結子会社)

平成３年10月 台湾穎隆車材股?有限公司(現・穎西工業股?有限公司)へ資本参加。

平成５年７月 R-TEK Ltd.英国レイデル社(現・ビステオン社)ワシントン工場買収。

平成７年３月 ㈱三国製作所へ資本参加。(現・連結子会社)

平成８年８月 追浜工場を閉鎖。

平成９年５月 メキシコグァナファト州にカサイメヒカーナを設立。(現・連結子会社)

平成10年11月㈱ワイエスエム(現・ユニプレスモールド㈱)へ資本参加。

平成11年２月 江東プラスチック工業㈱(現・㈱ケーピーケィ)へ資本参加。(現・連結子会社)

平成11年６月 本店を東京都中央区から神奈川県高座郡寒川町に移転。

平成11年９月 足利工場を閉鎖。

平成11年11月米国オハイオ州にM-TEK INC. 第二工場開設。

平成13年11月米国ミシシッピー州にM-TEK Mississippi,Inc.(現・M-TEK INC.)を設立。

平成16年６月 中国広州河西汽車内飾件有限公司(旧広州裕信汽車内飾件㈲)へ資本参加。(現・連結子会社)

平成17年４月 静岡県富士宮市に河西テック㈱を設立。(現・連結子会社)

平成17年６月 岩手県北上市に岩手河西㈱を設立。(現・連結子会社)

平成17年12月米国アラバマ州にM-TEK INC. 第三工場開設。

平成19年３月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場。

平成19年３月 タイ国アユタヤ県にKasai Teck See Co.,Ltd.を設立。(現・連結子会社)

平成19年５月 神奈川県高座郡寒川町に河西テクノ㈱を設立。(現・連結子会社)

平成19年７月 滋賀県東近江市に三重河西㈱滋賀工場を開設。

平成20年３月 群馬県太田市に三和工業㈱と合併でエスケイ工業㈱を設立。

平成20年４月

平成21年４月

中国広州市に三和工業㈱と合併で広州艾司克汽車内飾有限公司を設立。

㈱ケーピーケィと㈱三国製作所が合併し、群馬河西㈱に社名を変更。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は連結会計年度末現在、当社、子会社12社、関連会社４社で構成され、自動車内装部品の製

造販売を主な事業内容としております。

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

自動車内装部品

国内においては、当社が製造販売するほか、子会社三重河西㈱、㈱エーピーエム、㈱三国製作所、㈱

ケーピーケィ並びに岩手河西㈱でも、当社からの部品等の支給を受けて製造しており、そのほとんど

は当社に納入しております。

ユニプレスモールド㈱は当社が資本参加している関連会社であり、自動車内装部品の樹脂部門で

の製造、販売、技術開発等に関する業務提携を行っております。エスケイ工業㈱は自動車天井用ウレタ

ン素材の製造を行う関連会社であります。河西テック㈱は金型製作子会社であり、河西テクノ㈱は自

動車内装部品設計開発子会社であります。

海外においては、子会社M-TEK INC.が米国で自動車内装部品を製造し、NISSAN NORTH AMERICA,

INC.、Honda of America Mfg.,Inc.、Honda Canada Inc.、Honda Manufacturing of Alabama,LLC、

General Motors Corporationに販売しております。メキシコのカサイメヒカーナは、NISSAN

MEXICANA,S.A.DE C.V.、Honda de Mexico.S.A de C.V.に販売しております。英国のR-TEK Ltd.は、

NISSAN MOTOR MANUFACTURING(UK)LTD.及びHonda of the U.K. Manufacturing Ltd.に販売しており

ます。中国の広州河西汽車内飾件㈲は、東風汽車㈲、本田汽車用品(広東)㈲に販売しており、広州艾司

克汽車内飾㈲は、当連結会計年度の平成20年４月に新たに設立した当社の関連会社であります。台湾

の穎西工業(股)は、当社の関連会社であり、台湾裕隆汽車製造(股)に販売しております。タイ国の

Kasai Teck See Co.,Ltd.は、当社及びHonda Automobile(Thailand)Co.,Ltd. に販売をしておりま

す。
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事業の系統図は次のとおりであります。
 

　

　
(注) １ 関連会社の広州艾司克汽車内飾㈲は、平成20年４月に自動車用天井素材の製造から組立までの一貫体制構築
　　　　を目的として、中国広州市に設立した合弁会社であります。(出資比率25％)
     ２ 連結子会社のKasai Teck See Co.,Ltdは、現地得意先並びに当社を経由して日本国内の取引先に製品を納入
　　　  しております。
　　 ３ 連結子会社の㈱ケーピーケィと㈱三国製作所は平成21年４月に合併し、社名を群馬河西㈱に変更しておりま
　 　　 す。
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４ 【関係会社の状況】

(平成21年３月31日現在)

名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な

事業の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

　㈱エーピーエム 神奈川県綾瀬市 90
自動車内装部

品製造販売
100.0

当社製品製造販売　　　　　　　　役員

の兼任なし　　　　　　　　当社より資

金援助あり

　三重河西㈱ ※１ 三重県津市 490
自動車内装部

品製造販売
100.0

当社製品製造販売　　　　　　　　役員

の兼任あり(１名)　　　　　当社より

資金援助あり

　㈱三国製作所 ※１ 群馬県太田市 320
自動車内装部

品製造販売
100.0

当社製品製造販売　　　　　　　役員の

兼任なし　　　　　　　　　当社より資金

援助あり

　㈱ケーピーケィ ※１
群馬県邑楽郡

明和町
300

自動車内装部

品製造販売
100.0

当社製品製造販売　　　　　　　　役員

の兼任なし　　　　　　　　当社より資

金援助あり

　河西テック㈱ 静岡県富士宮市 300
自動車内装部
品用金型製造
販売

100.0

当社製品金型製造、　　　　　　　役員

の兼任なし　　　　　　　　当社より資

金援助あり　　　　　当社より債務保

証あり

　岩手河西㈱ 岩手県北上市 300
自動車内装部

品製造販売
100.0

当社製品製造販売、　　　　　役員の

兼任なし　　　　　　　当社より資金援

助あり

　河西テクノ㈱
神奈川県高座郡

寒川町
40

自動車内装部

品設計開発
100.0

当社製品設計開発、　　　　　　　　役員

の兼任なし

　M-TEK INC. ※１
米国　　　　　　　テネシー
州　    　　マンチェス
ター市

百万ドル 自動車内装部

品製造販売
100.0

米国地域における当社製品製造

販売　　　　　　　　　　　　　　役員の兼任

あり(１名)　　　　　　当社より債務

保証あり
67

 カサイメヒカーナ

 ※１，※３

メキシコ
グァナファト州
レオン市

百万ドル 自動車内装部

品製造販売

100.0
米国地域における当社製品製造
販売　　　　　　　　　　　　　役員の兼任あ
り(１名)　　　　　当社より債務保証
あり

12 (45.0)

　R-TEK Ltd. ※１，※２
英国
タイン＆ウェア郡ワ
シントン町

百万ポンド 自動車内装部

品製造販売
50.0

英国地域における当社製品製造

販売　　　　　　　　　　　　　　役員の兼任

なし　　　　　　　　　当社より債務保証

あり
10

　広州河西汽車内飾件㈲

　※１

中国　　　　　　　　　　　　　　
広東省
広州市

百万ドル 自動車内装部

品製造販売
65.9

中国地域における当社製品製造

販売　　　　　　　　　　　　　　役員の兼任

あり(１名)9.6

　Kasai Teck See

  Co.,Ltd.

タイ国

アユタヤ県

百万バーツ 自動車内装部

品製造販売
75.0

当社製品製造販売、　　　　　　　　役員

の兼任あり(２名)170

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

　ユニプレスモールド㈱ 静岡県富士市 457
自動車内装部

品製造販売
23.0

当社製品に係る業務提携　　　　役

員の兼任なし

　穎西工業(股)
中華民国
台湾省
桃園県中歴市

百万台湾ドル 自動車内装部

品製造販売
33.4

台湾地域における当社製品製造

販売　　　　　　　　　　　　　　役員の兼任

なし85

　エスケイ工業㈱ 群馬県太田市 300

自動車内装部

品用素材製造

販売

49.0
当社材料製造販売　　　　　　　　役員

の兼任あり(１名)

　広州艾司克汽車内飾㈲
中国
広東省
広州市

百万ドル
自動車内装部

品用素材製造

販売

25.0
中国地域における当社材料製造

販売　　　　　　　　　　　　　　役員の兼任

あり(１名)8.5

(注) １　※１：特定子会社に該当いたします。

２　※２：持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

３　※３：議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
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４　M-TEK INC.及びR-TEK Ltd.は売上高(連結会計相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超えており

「主要な損益情報等」は次のとおりであります。

　
売上高

（百万円）

経常利益

（百万円）

当期純利益

（百万円）

純資産額

（百万円)

総資産額

（百万円)

M-TEK INC.38,945 1,322 900 9,986 14,369

R-TEK Ltd.15,251 560 466 2,288 3,312

　

　

５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

自動車内装部品事業 4,804[ 501]　

その他の事業 32 [ ― ]　

合計 4,836[ 501]　

(注)　従業員数は、就業人員数を表示しており、臨時従業員数は[ 　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,201 [55] 39.5 13.6 6,117

(注)　１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は[　 ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　２　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3)　労働組合の状況

当社グループの労働組合（組合員数1,176名）は、部品関連労働組合に所属しており、全日産・一般業

種労働組合連合会を上部団体として、全日本自動車産業労働組合総連合会を通して日本労働組合総連合

会に加盟しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国における金融危機に端を発した世界的

な経済失速の影響に伴い、企業業績が悪化し、個人消費も低調に推移いたしました。

当社グループの関連する自動車業界では、2008年度の国内総生産台数は、消費マインドの冷え込みから

大幅な自動車販売減を招き、前年度対比15.2％減の999万台となり、７年ぶりに大幅な縮小に転じました。

また、2008年暦年での日系メーカーの海外生産も、金融危機による自動車販売金融環境の悪化が主要国の

需要を一段と押し下げたため、前年対比1.8％減の1,165万台となり、前年を下回りました。

このような経営環境の変化の中で当社グループは、グローバルな自動車内装部品メーカーとしての地

位を確立すべく、構造改革を積極的に推進し、製品開発力・技術力の強化を図り、海外を含む新規取引先

への拡販を積極的に進めるとともに、一方で合理化によるコスト削減、設備投資の抑制、生産人員の最適

化を進める等、原価改善施策に取組んでまいりました。

しかしながら、自動車市場の急激な変化の影響により、当連結会計年度の連結売上高は1,224億52百万

円（前連結会計年度比15.5％減）となりました。

また利益面につきましても、日本及び米国の大幅な売上減少により、連結営業利益は19億36百万円（前

連結会計年度比50.3％減）、連結経常利益は８億６百万円（前連結会計年度比76.7％減）となり、繰延税

金資産の評価見直し等により、35億43百万円の連結当期純損失（前連結会計年度は13億２百万円の連結

当期純利益）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、自動車内装部品事業が前期及び当期とも全セグメントの売上高の

90％を超えておりますので記載を省略しております。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

① 日本

得意先の大幅な減産影響により、売上高は572億８百万円（前連結会計年度比8.7％減）となり、営業損

失は32億47百万円（前連結会計年度は２億73百万円の営業損失）となりました。

　

② 北米

得意先の減産と現地子会社の決算期変更（10ヶ月決算）の影響により、売上高は433億92百万円（前連

結会計年度比29.5％減）となり、営業利益は22億４百万円（前連結会計年度比16.2％減）となりました。

　

③ 欧州

為替変動の影響により、売上高は152億51百万円（前連結会計年度比3.5％減）となりましたが、合理化

成果等により営業利益は14億21百万円（前連結会計年度比283.4％増）となりました。
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④ アジア

中国地域における増産効果により、売上高は65億99百万円（前連結会計年度比34.2％増）となり、営業

利益は17億７百万円（前連結会計年度比46.9％増）となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ３億87百万円減少し、15億５百

万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ44億19百万円少ない43億64百万円の

資金を獲得いたしました。前連結会計年度に比べ減少したのは、主に税金等調整前当期純損失となったこ

と等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ１億45百万円多い 62億72百万円の資

金を使用いたしました。前連結会計年度に比べ増加したのは、主に無形固定資産の取得による支出が増加

したこと等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローでは、 20億78百万円の資金を獲得いたしました（前連結会計年度

は16億22百万円の資金の支出）。これは主に、短期借入金が増加したこと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％)

自動車内装部品事業 121,394 △15.1

その他の事業 926 △52.7

合計 122,321 △15.6

(注)　１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

自動車内装部品事業 114,667 △20.3 4,790 △58.9

その他の事業 819 △58.8 47 △69.4

合計 115,486 △20.9 4,837 △59.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％)

自動内装部品事業 121,525 △15.0

その他の事業 926 △52.7

合計 122,452 △15.5

(注)　１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車株式会社 90,400 62.4 72,893 59.5

本田技研工業株式会社 35,176 24.3 30,557 25.0

４　上記の日産自動車株式会社の販売高には、同社の子会社(NISSAN NORTH AMERICA, INC.、NISSAN

MEXICANA,S.A.DE C.V.、NISSAN MOTOR MANUFACTURING(UK)LTD.、日産車体株式会社、東風汽車有限公司の５

社)向けの販売高を含めております。

５　上記の本田技研工業株式会社の販売高には、同社の子会社(Honda of America Mfg.,Inc.、Honda

Canada Inc.、Honda of the U.K. Manufacturing Ltd.、Honda Manufacturing of Alabama,LLC、

Honda de Mexico.S.A. de C.V.、本田汽車用品(広東)有限公司の６社)向けの販売高を含めております。

６　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

（1）対処すべき課題

今後の自動車業界につきましては、低炭素化社会実現に向けた環境技術対応の競争に加え、世界同時不況

による自動車販売が大幅に失速している状況下で、世界的な自動車メーカーの再編の進行と国内自動車

メーカーの海外への生産シフトが加速し、グローバルでのシェア獲得競争と生産現地化対応等の経営戦略

が益々求められてくるものと考えております。

このような中で当社グループは、企業の生き残りを図るとともに、長期ビジョンとして『エクセレントカ

ンパニーの確立』の理念のもと、グローバル市場での自動車内装部品メーカーとしての地位を確立すべく

策定した中長期計画に基づき、諸施策を実行中であります。

特にＫＰＳ（Kasai Production System：河西生産方式）や自動車メーカーの車両開発期間短縮への対

応をめざした「ＫＩＳ（Kasai Innovation System：製品設計から金型製作までの河西超短縮開発システ

ム）」の推進、省燃費に寄与する軽量化技術の開発と顧客への提案、グローバルでの品質向上と品質保証体

制の強化、総合原価低減活動によるコスト競争力の強化等の諸施策を実施しております。

当社グループの海外売上高比率は、当連結会計年度で53.5％となっており、今後もこの比率は更に増加し

ていくものと見込んでおり、その経営基盤の確立に向けてアセアン市場での業務提携や資本提携等、グロー

バルレベルでの製造・販売の拠点整備や人材育成の強化に取組んでまいります。

なお、当連結会計年度における主要な取組みは、次のとおりであります。

① 自動車需要の拡大が今後も見込まれるアセアン市場において、域内での事業基盤を一層強化し、お客

様のご要望に応えていくとともに、日本を含むアジア地域への部品供給体制を整えていくために、提携先の

Teck See Plastic Sdn.Bhd.（本社：マレーシア）のインドネシアにおけるグループ会社の株式の51.4％

を取得して、タイに続くアセアンにおける第二の製造拠点を設置する予定であります。

② 経営資源の最適配置による国内事業の競争力強化を目的に、北関東地域における生産子会社である株

式会社ケーピーケィ（本社：群馬県邑楽郡明和町）と株式会社三国製作所（本社：群馬県太田市）を平成

21年４月１日に合併させ、社名を群馬河西株式会社といたしました。

また、当面の危機的状況を打開するとともに収益確保のため、下記の具体的な諸施策を実行中でありま

す。

① 購入価格の低減、内転化及び合理化の強化による材料費の低減

② 人員の適正配置やスペースの効率的活用による業務生産性の向上

③ 設備投資の抑制

④ 経費の節減

⑤ あらゆるロスの撲滅

　

（2）株式会社の支配に関する基本方針

① 当社のめざすべきもの

当社は昭和21年に事業を開始して以来、自動車産業の発展と共に技術開発や生産システム作り、人材

開発に積極的に取組み、自動車内装部品の研究開発、製造、販売におけるトップメーカーとしての地位

を築いてまいりました。

当社は長期ビジョンとして「エクセレントカンパニーの確立」の理念のもと、グローバル市場にお

ける自動車内装部品企業としての地位を確立すべく、製品開発力・技術力の強化を図り、海外を含む取

引先への拡販を積極的に進めております。特に、環境への関心を背景とした軽量化・リサイクル可能素

材への関心を見据えた軽量化技術の開発や自動車メーカーの車両開発期間短縮への対応・総合開発向

上をめざした「ＫＩＳ(Kasai Innovation System : 製品設計から金型製作までの河西超短期開発シ

ステム)」の推進等々の施策を実施しております。
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これら高い技術と共に、最高の品質と価格競争力をもった製品をグローバルに供給することによっ

て、取引先に満足していただくとともに、環境への影響を十分配慮した製品造りを通じて、社会に貢献

できる収益力ある企業であることが、当社のめざすべきものと考えております。

創業以来培ってきた高い志に基づく経営理念、品質、技術、そして企業文化を共有する人材という有

形無形の財産が、当社グループを継続的発展、ひいては、広く社会から信頼される企業へと導き、企業価

値・株主共同の利益確保・向上を可能にするものと考えております。

② 基本方針

当社は上場会社である以上、原則として、株主は株式の自由な取引を通じて決まるものであり、当社

自身の判断で定めるべきではないと考えております。従いまして、大規模買付行為の提案に応じるか否

かについても、あくまで、最終的には個々の株主の意思に基づき行われるべきものと考えております。

また、大規模買付行為が提案された場合、当社企業価値に与える影響、大規模買付行為の目的や買付

後の経営方針等の情報が十分に株主に提供されると共に、適切に判断する為の時間が十分確保される

べきであると考えております。

株主の大規模買付行為を行う者の中には、短期的利益を獲得することのみを目的とする者もおり、当

社の企業価値・株主共同の利益を毀損させる恐れが生じることもあり得ます。大規模買付行為により

当社の財務及び事業の方針の決定を支配するということは、すなわち、当社の経営理念、企業文化、或い

は将来のビジョンを理解し、企業価値・株主共同の利益の向上と社会的貢献に継続的に取組む責務を

有するものであると考えておりますが、このようなことを理解せず、当社の企業価値・株主共同の利益

を毀損させるような大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針を支配するものとして不

適切であると考えております。

③ 企業価値・株主共同の利益向上への取り組み

当社では、企業価値・株主共同の利益向上への取り組みとして、以下の通り、中期経営計画に基づく

各施策と、コーポレートガバナンスの枠組みに基づく透明性の高い企業運営を行っております。

1) 中期経営計画に基づく取り組み

当社は「エクセレントカンパニー」という理念のもと、グローバル市場での自動車内装部品企業

としての地位を確立すべく、中長期の計画を策定し、企業価値向上の為の諸施策を実施しておりま

す。2007年から2009年までの中期経営計画では、利益確保を最優先とした方策、地域別・顧客別販売

戦略に基づく売上高の確保、ＫＰＳ(Kasai Production System : 河西生産方式)やＫＩＳ

(Kasai Innovation System : 製品設計から金型製作までの河西超短期開発システム)に基づく、物

作り、商品戦略の遂行、計画必達型経営を基本方針として掲げております。

2) コーポレートガバナンスの取り組み

当社は、法令等を遵守し、事業等に関するリスクをコントロールしつつ、自律型・高収益企業とし

ての地位を確立することをめざしております。その為のコーポレートガバナンスの取り組みとし

て、取締役会を月１回以上を開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項及び経営に関する重要

事項を決定することにしている他、監査役制度を採用し、取締役の職務執行並びに国内外の当社グ

ループ会社の業務内容や財務状況の監視を行っております。また、執行役員制度を導入しており、業

務執行に係る重要事項を月１回の執行役員会において審議、決定する体制をとっております。関連

規定を定め、法令等に沿った適時開示を行う体制を整備している他、当社ホームページに最新の企

業情報を開示することで、透明性の高い経営をめざしております。
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④ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取り組み

1) 本対応の方針の目的

当社は上場企業として当社株式の自由な売買を認めるべきであるとの考えから、ある特定の者か

ら大規模買付の提案がなされた場合、これを一概に否定するものではなく、あくまで個々の株主に

より最終的に判断されるべきものと考えております。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者を、当社自身が判断するということは考えておりません。

しかしながら、大規模買付の提案の中には、当社の本源的価値を適切に反映していない恐れがあ

るものや、株主、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーの皆様との中長期的な良好な関係

が損なわれる恐れのあるものが無いとは言い切れません。また、当社の財務及び事業の方針を支配

する者は、当社の経営理念、企業文化、或いは将来のビジョンを理解・実践し、企業価値・株主共同

の利益の向上と社会的貢献に継続的に取組む責務を有するものであることを理解しない者が現れ

ないとも限りません。

従いまして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

為にも、大規模買付行為がなされた場合には、それに応じるか否かを個々の株主が判断する為の情

報と時間を確保すること、当社の取締役会が株主の皆様に代替案を提示する為の情報と時間を確保

すること、そして透明性を確保する為に、大規模買付者からの情報、提案、当社取締役会からの意見、

提案を全て速やかに開示すること、等を大規模買付ルールとして制定することにより、個々の株主

が適切な判断を行える体制を整えることといたしました。

2) 大規模買付行為の定義

次のａ若しくはｂのいずれかに該当する行為（ただし、予め当社取締役会が承認したものを除

き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません）、またはその可能性のある

行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。

ａ. 当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者の株券等保有割合（※注２）が20％

以上となる当社株券等の買付行為。

ｂ. 当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者、及びその特別関係者（※注３）の

株券等保有割合（※注４）の合計が20％以上となる当社株券等の買付行為。

（※注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株式等をいう。

（※注２）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいう。

（※注３）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいう。

（※注４）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいう。

3) 大規模買付ルールの制定

ａ. 意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず、当社取締役社長宛に、本件大規

模買付ルールを遵守する旨の誓約文書等を記載した意向表明書をご提出いただくこととします。

この意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、（国内）連絡先及び

提案する大規模買付行為の概要を明示していただきます。

なお、当社の取締役会は、大規模買付者から意向表明書を受領したことについて、速やかに情報

開示を行います。
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ｂ. 大規模買付者に対する情報提供要求

当社が上記意向表明書を受領して10営業日以内に、株主の皆様の判断及び取締役会としての意

見形成の為、当社取締役社長宛に提供していただく情報（以下「大規模買付情報」といいます）

のリストを大規模買付者に交付します。その項目の一部は以下の通りです。

イ．大規模買付者（組合・ファンドの場合は組合員、その他構成員を含みます）及びそのグ

ループの概要（具体的名称、資本構成、財務内容等を含みます）。

ロ．大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の価格・種類・買付の時期、関連する取

引の仕組み、買付方法の適法性、買付実行の蓋然性等を含みます）。

ハ．買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報

等）、及び買付資金の裏付け（実質的提供者を含む資金の提供者の具体的名前、調達方法、

関連する取引の内容を含みます）。

ニ．大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針、事業計画、配当政策、財政政策、資本政

策、資産活用等（当社に対し重要提案行為等を行う予定がある場合は、その具体的内容を

含みます）。

ホ．買付後の社員、取引先、顧客、その他の利害関係者の処遇方針。

ヘ．買付後の少数株主との利益相反回避策。

ト．その他取締役会が合理的に必要と判断する情報。

ｃ. 大規模買付者情報の追加提供と情報開示について

当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実及び提供された大規模買付情報につい

て、株主の皆様の判断の為に必要と認められる場合には、適切と判断する時点でその全部、若しく

は一部を開示するものといたします。

また、当初提供いただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると考えられる場

合、十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていただくことがあります。この場

合は、当社取締役会は、大規模買付者に対し、適宜回答期限を定めた上で、当社取締役会が追加で

必要とする情報及び必要な理由を通知するものとします。

ｄ. 評価期間

当社取締役会が十分な情報提供を受けたと判断した場合、60日（対価を円貨の現金のみとする

公開買付による全株式の買付の場合）、または90日（上記以外の大規模買付行為の場合）を取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案の為の期間（以下「取締役会評価期間」とい

います）として与えられるべきものと考えます。取締役会評価期間中、取締役会はフィナンシャ

ルアドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント、その他社外の専門家等の助言を受けなが

ら、取締役会としての意見を慎重に取りまとめ、一般に公開いたします。また、取締役会が必要と

判断した場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件の変更について交渉し、

取締役会として株主の皆様に代替案を提示することもあります。大規模買付行為は、係る取締役

会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものといたします。
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4) 大規模買付ルールが遵守されない場合の対応

当社の大量買付ルールにつきましては、当社における手続きの透明性・客観性を高め、個々の株

主が適切な判断を行えるよう十分な情報を入手できる体制を整えることを目的としており、新株予

約権や新株の割当を用いた具体的な買収防衛策について定めるものではありません。

かかる大量買付ルールが遵守されず、大量買付行為がなされた場合、この手続き違反の事実のみ

をもって直ちに新株予約権や新株の割当といった具体的な対抗処置を実施する予定はございませ

んが、善管注意義務を負う受託者として、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資する

よう、適切に対処していく所存であります。

5) 大規模買付ルールが遵守された場合であっても、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同

の利益の確保・向上に反すると認められる場合の対応

以下ａ.からｈ.の類型に該当すると認められ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上

に反すると当社取締役会が判断する場合には、当社取締役会は、適切な時点において、その判断を公

開し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するよう、適切に対処していく所存であ

ります。

ａ. 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ、株価を吊り上げて高値で株式を

当社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合（グリーン

メーラー）。

ｂ. 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密、主

要顧客等をそのグループ会社に委譲させることを目的で当社株式の買付を行っていると判断さ

れる場合。

ｃ. 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保

や弁済原資として、不当に流用する目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｄ. 当社の経営を一時的に支配して、当社の不動産や有価証券等の高額資産を売却処分させ、その

処分益をもって一時的な高配当をさせるなどで株価の急上昇を狙い、当社の株式を売り抜ける

目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｅ. 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、株主の判断の機会または自由を制約し、事実

上、株主に当社株式の売却を強要する恐れがあると判断される場合。

ｆ. 大規模買付者による支配権取得により、株主、取引先、従業員等の当社ステークホルダーの利

益を含む当社の企業価値が著しく毀損すると予想されたり、当社の企業価値の維持及び向上を

著しく妨げる恐れがあると合理的な根拠をもって判断される場合。

ｇ. 大規模買付者の経営陣または主要株主に反社会勢力と関係する者が含まれている場合など、

大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切と判断される場合。

ｈ. その他、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に明らかに反すると認められる場合。

⑤ 大規模買付ルールの改廃等

大規模買付ルールにつきましては、平成20年４月22日より発効することとし、有効期間は３年間

といたします。ただし、当社は、有効期間中であっても、当該グループについて随時再検討を行い、見

直しすることがあるものといたします。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる主な事項は以下のとおりであります。

なお、将来に関する事項は有価証券報告書提出日(平成21年６月26日)現在において判断したものであり

ます。

(1)経済状況等

当社グループの連結売上高は、今日までの積極的な海外展開により、その海外比率が年々上昇してきて

おります。従って、当社グループの自動車関連製品の需要は、日本はもとより、進出先の国及び地域の経済

状況の影響を受けます。特に北米地域の連結売上高に占めるシェアが高く、同地域の自動車市場の景気動

向と需要変動が、日本での景気変動等とともに、当社グループの経営成績等に大きく影響を及ぼす可能性

があります。

　

(2)特定の取引先への依存

当社グループの日産自動車(株)グループと本田技研工業(株)グループであり、当連結会計年度における

連結売上高に占める割合は84.5％となっております。当社グループは両者グループとの取引関係を維持発

展させつつ、販売先の多様化を推進しておりますが、両者の自動車販売動向が、当社グループの経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)グローバル展開

当社グループは、今日まで積極的に海外展開を行い、また今後も販売先の多様化等に伴い、海外生産拠点

を増設していく方針でおります。海外生産拠点に予期しない政治・経済の不安定化、法律または税制の変

更、あるいはテロ、戦争、その他の要因による社会的混乱等により事業の遂行に問題が生じる可能性があ

り、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)為替レートの変動

当社グループの連結売上高に占める海外売上高比率は、当連結会計年度で53.5％(前連結会計年度

56.9％)となっており、今後もこの比率が上昇する見込みのため、換算時の為替レートにより、当社グルー

プの経営成績等が影響を受ける可能性があります。

　

(5)自然災害、事故等

当社グループでは、防災設備を整え、生産設備の定期的な点検・検査を行なっておりますが、予期しない

自然災害、不慮の事故等に起因する生産施設・設備の火災・故障・停電などにより、生産や納品等に関し、

遅延や停止が起きることが想定されます。場合によっては、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可

能性があります。

　

(6)価格競争

自動車業界の価格競争の激化を受け、自動車メーカーから部品メーカーに対する価格引下げ要請は、近

年特に強まってきております。当社グループの製品は価格的、品質的、技術的に十分競争力を有していると

考えておりますが、価格競争の激化による競合先の低販売価格に対して、販売を維持、拡大し、収益性を保

つことができなくなる可能性があります。この場合には、当社グループの経営成績等が影響を受ける可能

性があります。
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(7)原材料等の供給不足・供給価格の高騰

当社グループの事業にとっては、十分な品質の原材料、部品、サービス等を調達することが不可欠であり

ます。しかし、供給業者での不慮の事故などにより供給が中断した場合や不安定となった場合、当社グルー

プの事業が悪影響を受ける可能性があります。また、当社グループと供給業者は、契約によりその供給価格

を決定しておりますが、原油価格上昇等により原材料・部品価格が高騰する可能性があり、この場合には

当社グループの経営成績等が影響を受ける可能性があります。

　

(8)新製品開発力・技術力

当社グループは、品質競争力・コスト競争力の維持・強化のため、また社会的要請である環境に配慮し

た軽量化技術の開発など、製品開発力・技術力の強化を積極的に図っております。しかしながら、予測を超

えた環境の変化や市場の変化により、魅力の高いあるいは低コストの新製品や新技術を開発できない場合

やタイムリーに提供できない場合、将来の成長と収益性を低下させ、あるいは投下資金の負担により、経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

(9)製品の欠陥・品質

当社グループは、関連法規及び国際的に認知されている品質管理基準に従って設計・製造を行い品質確

保を図っております。しかしながら、予期せぬ製品の欠陥や品質面の不備が発生した場合、その欠陥や不備

の内容によっては多額のコストが発生したり、当社グループの評価が低下したりすることにより、当社グ

ループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

(10)知的財産権

当社は、事業活動を展開する上で、製品・製造技術などに関連する特許などの知的財産権を取得してお

り、また、第三者からの訴訟やクレームを受けることを未然に防止するため随時特許調査を行っておりま

す。しかしながら、当社グループの製品または製造技術が、将来的に他社の知的財産権を侵害していると判

断される場合、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

(11)有利子負債依存度、支払利息の増加

当社グループは、設備投資、システム投資及び研究開発投資等のための資金調達を主に金融機関からの

借入金に依存しており、当連結会計年度末現在における連結総資産に占める有利子負債依存度は48.1％で

あります。そのため、借入金利の上昇による支払利息の増加から、当社グループの経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。

　 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

　 平成17年3月期平成18年3月期平成19年3月期平成20年3月期平成21年3月期

総資産額　(百万円) 66,768 76,425 82,724 81,406 66,503

有利子負債額　(百万円) 19,666 20,280 27,039 25,210 31,995

有利子負債依存度 (％) 29.5 26.5 32.7 31.0 48.1

売上高　(百万円) 122,199 135,758 134,814 144,888 122,452

支払利息　(百万円) 464 616 710 739 484

支払利息/売上高　(％) 0.4 0.5 0.5 0.5 0.4
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(12)人材の確保

当社グループは、グローバル規模で事業の拡大を図るためには、国内外での優秀な人材及び良質な労働

力の確保が必要不可欠と考えております。当社グループは、新卒者・中途採用者の採用、成果・能力主義を

重視した人事制度の運用などにより人材・労働力の確保、育成が計画どおりに進捗しない場合には、当社

の事業展開が制約される可能性及び当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　

当連結会計年度において、当社グループで経営上の重要な契約等は行われておりません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、自動車内装部品専門メーカーとして、自動車インテリアのトータルコーディネートを

テーマに、時代をリードする魅力ある商品群の創造をめざし、積極的な研究開発活動を行っております。

研究開発は当社の開発本部を中心に実施しており、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費

は 655百万円であり、主な成果は次のとおりであります。

当社グループは自動車内装部品メーカーとして確固たる地位を築くために、お得意様ニーズ、エンドユー

ザーの要求、社会環境要求に着実に応えるべく、材料・工法の開発にとどまらず、魅力ある商品開発も進め

てまいりました。とりわけ昨今の自動車産業の置かれた状況の中で、環境性能向上、低コスト、高品質という

課題に積極的に取組み、お得意様からのシステム受注の拡大、新規得意先への拡販と、着実に事業を展開し

ております。

(1) 軽量化

ＣＯ2削減、省燃費に貢献する軽量化技術としてＫＳＰ（カサイ・シンクロ・プレス）工法を開発し、

量産車のドアトリムとしてお得意先への納入を開始いたしました。この工法により従来工法による同等

形状のドアトリム重量の約40％軽減を実現いたしました。同様に、射出成形工法、ＫＰＭ（カサイ・プレ

ス・モールディング）工法の応用技術として、軽量化のための発泡成形でも塗装を必要とせず、良好な

外観品質を確保できる技術を開発し、量産車のドア及びラゲッジトリムとして納入を開始いたしまし

た。発泡成形により約15％の軽量化が実現できました。この軽量化技術は年々進化し、お得意様の軽量化

要望に着実にお応えし続けております。

(2) 安全性

車室内の安全性に寄与するエネルギー吸収部品を、特徴ある設計構造を有する射出成形品にて実現

し、量産車に採用されました。また、ＣＡＥ(コンピュータ・シュミレーション)を駆使した側面衝突解析

技術は台上実験での検証を裏付けに実用精度に到達し、量産車の安全性確保に寄与しております。ます

ます要求が厳しくなる安全性能にも積極的に対応しております。

(3) 地球環境保全

接着剤、洗浄剤等に含まれるＶＯＣ(揮発性有機化学物質)の削減のため、粘着材、水溶性接着剤への変

更及び各種材料の脱ＶＯＣを推進しております。また、塩化ビニール材については、ＴＰＯ(オレフィン

系熱可塑性エラストマー)、ＴＰＵ(ウレタン系熱可塑性エラストマー)への変更を推進しております。

また、工程内リサイクルを推進する等、資源の再利用を活発に実施できるようにしております。

(4) 快適車内空間

内装品の防音性能の更なる向上を狙い、自由度の高い形状設計、多面的材料選択、高精度、高品質の製

品開発にＣＡＥを導入いたしました。利便性装備品についてもベンチマーク活動を基にしたラゲッジ部

品中心に新規技術をお得意様に提案しております。

(5) 品質

プラスチック成形品の外観品質、寸法を安定化させる応用技術を開発し、工程不良の防止・削減を達成

し収益性にも寄与しております。また、お得意様ニーズによるシャープな形状にも対応できるように外

観品質の向上に努めております。

(6) 付加価値の創造

どのような時代でも自動車の内装は、お客様にとって魅力的であるべきとの考えに基づき、ドア表皮

やドアウエストオーナメントに代表されるような部品について、できる限り低コスト、高品質で魅力的

な新規意匠塗装、好触感処理を開発し、美しく、やわらかく、しっとりとしたドア内装品の開発を進めて

おります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は665億３百万円と前連結会計年度末に比べ、149億２百万円減少いたし

ました。各項目の主な要因は、次のとおりであります。

(流動資産)

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ、119億96百万円減少し、210億72百万円と

なりました。これは主に受取手形及び売掛金の減少によるものであります。

(固定資産)

当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末に比べ、29億６百万円減少し、454億31百万円とな

りました。これは主に投資有価証券の減少によるものであります。

(流動負債)

当連結会計年度末の流動負債は、前連結会計年度末に比べ、58億61百万円減少し、346億75百万円とな

りました。これは主に支払手形及び買掛金の減少によるものであります。

(固定負債)

当連結会計年度末の固定負債は、前連結会計年度末に比べ、５億13百万円減少し、166億10百万円とな

りました。これは主に長期借入金の減少によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ、85億27百万円減少し、152億18百万円となり

ました。これは主に利益剰余金の減少によるものであります。

　

(2)　キャッシュ・フローの分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ、44億

19百万円少ない、43億64百万円の資金を獲得いたしました。前連結会計年度に比べ減少したのは、主に

税金等調整前当期純損失となったこと等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ１億45百万円多い62億72百万円の

資金を使用いたしました。前連結会計年度に比べ増加したのは、主に無形固定資産の取得による支出が

増加したこと等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、 20億78百万円の資金を獲得いたしました（前連結会計年

度は16億22百万円の資金の支出）。これは主に、短期借入金が増加したこと等によるものであります。

これらの活動の結果、当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は15億５百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ３億87百万円減少いたしました。

　

(3)　経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績は、国内及び北米地域における得意先の減産影響により、連結売上高は

1,224億52百万円と前連結会計年度に比べ224億36百万円の減収（△15.5％の減収）となりました。

利益面につきましては、売上減の影響により、連結営業利益は19億36百万円と前連結会計年度に比べ

19億57百万円（△50.3％）、連結経常利益は８億６百万円と前連結会計年度に比べ26億59百万円（△

76.7％）の減益となり、投資有価証券評価損や繰延税金資産の評価見直し等により35億43百万円の連

結当期純損失（前連結会計年度は13億２百万円の連結当期純利益）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、自動車のモデルチェンジに伴う金型及び生産設備等に、当連結会

計年度において全体で67億８百万円の設備投資を実施いたしました。

主な事業所別の内訳は次のとおりであります。

国内においては、当社で33億42百万円、㈱三国製作所で５億37百万円、㈱ケーピーケィで３億15百万円、河

西テック㈱で２億４百万円の投資を実施いたしました。

また、海外においては、米国M-TEK INC.で11億42百万円、中国の広州河西汽車内飾件㈲で６億92百万円、英

国R-TEK Ltd.で１億64百万円、メキシコのカサイメヒカーナで１億８百万円、タイのKasai Teck See Co.,

Ltd.で68百万円の投資を実施いたしました。

　

(1) 売却

重要な設備の売却はありません。

　

(2) 除却

重要な設備の除却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(1)　提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業部門の

名称
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
工具、器具
及び備品

合計

本社及び寒川
事業部
(神奈川県
寒川町)

自動車
内装部品

ドア等
内装部品
製造設備

1,882 1,287
737

(68)
3,879 7,787

913

[37]

寄居事業部
(埼玉県寄居町)

〃 〃 630 549
436

(41)
33 1,650

115

[17]

九州事業部
(大分県宇佐市)

〃 〃 443 610
534

(52)
55 1,643

173

[ 1]

　

(2)　国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
事業部門の
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
工具、器具
及び備品

合計

㈱ エ ー
ピーエム

本社工場
(神奈川県
綾瀬市)

自動車
内装部品 
その他

自動車内
装部品用
賃貸設備

53 ―
687

(8)
0 741

23

[ 8]

三重河西
㈱

本社工場
(三重県
津市)

自動車
内装部品

ドア等
内装部品
製造設備

291 697
218

(20)
15 1,223

113

[10]

三重河西
㈱

滋賀工場
(滋賀県東
近江市)

〃 〃 669 394
685

(41)
1 1,751

44

[ 1]

㈱三国製
作所

本社工場
(群馬県
太田市)

〃 〃 536 397
236

(17)
43 1,214

104

[13]

㈱ ケ ー
ピーケィ

本社工場
(群馬県
明和町)

〃 〃 684 265
626

(22)
42 1,618

156

[10]

河西テッ
ク㈱

本社工場
(静岡県
富士宮市)

〃

自動車内
装部品用
金型製造
設備

626 1,263
571

(15)
23 2,484

95

[ 7]

岩手河西
㈱

本社工場
(岩手県
北上市)

〃
ドア等
内装部品
製造設備

931 383
450

(30)
54 1,819

61

[ 3]
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(3)　在外子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
事業部門の
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
工具、器具
及び備品

合計

M-TEK

INC.

テネシー・
オハイオ・
アラバマ及
びミシシッ
ピー事業部
(米国)

自動車　　
内装部品

ドア等
内装部品
製造設備

5,9493,237
184

(721)
682 10,053

1,665

[340]

R-TEK

Ltd.

ワシントン
及びマー
サー工場(英
国)

〃 〃 518 986
87

(58)
15 1,608

493

[52]

カサイメ
ヒカーナ

本社工場
(メキシコ)

〃 〃 410 800
52

(74)
207 1,471

554

[―]

広州河西
汽車内飾
件㈲

本社工場
(中国)

〃 〃 362 575
126

(89)
63 1,128

262

[ 2]

Kasai

Teck See
Co.,Ltd.

本社工場
(タイ)

〃 〃 37 103 ― 3 144
43

[―]

(注) １　金額に消費税等は含まれておりません。

２　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

(提出会社)

事業所名 事業部門の名称 設備の内容
年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

本社及び

寒川事業部
自動車内装部品

自動車内装部品製造用
設備・金型

2,866 1,244

寄居事業部 〃 〃 20 0

九州事業部 〃 〃 49 3

３　従業員数の〔  〕は、平均臨時従業員数であり外数であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの「自動車内装部品事業」における設備投資については、受注済の新車立上げに係る金型
及び生産設備を中心に計画しております。
当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修に係る翌連結会計年度の投資予定額は98億85百
万円であり、その所要資金につきましては、自己資金、借入金及びリース契約により充当する予定であり
ます。
なお、「その他の事業」については特記すべき設備投資は予定しておりません。
重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりであります。

(1)　新設

会社名

事業所名
所在地

事業部門

の名称
設備の内容

投資予定額

資金調達

方法

着手及び

完成予定日

投資

予定額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

河西工業㈱

本社部門

神奈川県

寒川町

自動車

内装部品

金型、品質測定機器、

検査治具等
5,528 ―

自己資金

・借入金 H21.4H22.3

・リース

河西工業㈱

寒川事業部

神奈川県

寒川町

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
134 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

河西工業㈱

寄居事業部

埼玉県

寄居町

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
15 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

河西工業㈱

九州事業部

大分県

宇佐市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
641 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

三重河西㈱

本社工場

三重県

津市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
43 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

三重河西㈱

滋賀工場

滋賀県

東近江市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
12 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

群馬河西㈱

本社館林工場

群馬県

明和町

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
7 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

群馬河西㈱

太田工場

群馬県

太田市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
2 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

岩手河西㈱
岩手県

北上市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
1 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

河西テック㈱
静岡県

富士宮市

自動車

内装部品

自動車内装部品用金

型製造設備、治工具

等

8 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

M-TEK INC.
米国

テネシー州

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
933 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

R-TEK Ltd.

英国

タ イ ン ＆

ウェア郡

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
716 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

カサイメヒカーナ

メキシコ

グァナファ

ト州

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
679 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

広州河西汽車内飾

件㈲

中国

広州市

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
242 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

Kasai Teck See

Co.,Ltd.

タイ国

アユタヤ県

自動車

内装部品

自動車内装部品組立

設備、治工具等
918 ― 自己資金

・借入金
H21.4H22.3

(注)　金額に消費税等は含みません。

(2)　除却等

該当事項はありません。

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 26/118



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 127,695,000

計 127,695,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 39,511,72839,511,728
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
1,000株で　　　あ
ります。

計 39,511,72839,511,728― ―

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 27/118



(2) 【新株予約権等の状況】

　

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

　
事業年度末現在

(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 569　(注)１,３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 569,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり233　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
     平成16年７月１日～

同左
平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　233

資本組入額　117
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを
受けたものは、権利行使時に
おいても、当社または子会社
の取締役、執行役員、従業員ま
たは監査役の地位にあること
を要する。

ただし、任期満了による退
任、定年退職その他の正当な
理由のある場合にはこの限り
ではない。

また、当社外部のコンサル
タントに付与された新株予約
権を行使する際には、当該コ
ンサルタントと当社の契約
が、継続していることを要す
る。

その他の条件は、本総会及
び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予
約権の割り当てを受けたもの
との間で締結する「新株予約
権付与契約」で定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の質入れ、その他
一切の処分及び相続は認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行(時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権の行使の場合を除く)する場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　 　 　 　

３　新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から権利行使された新株予約権の数

を減じ、退職等により失権している新株予約権の数(147個)を含めて記載しております。
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株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

　
事業年度末現在

(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 989　(注)１,３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 989,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり450　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～

平成26年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　450

資本組入額　225
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを
受けたものは、権利行使時に
おいても、当社の取締役、執行
役員、従業員または監査役の
地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退
任、定年退職その他の正当な
理由のある場合には、権利行
使期間の開始時または退任、
退職のどちらか遅い時点から
２年間は権利行使ができるも
のとする。

その他の条件は、本総会及
び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、別途当社の取
締役、執行役員、従業員、監査
役との間で締結する「新株予
約権付与契約」に定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の質入れ、その他
一切の処分及び相続は認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行(時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権の行使の場合を除く)する場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　 　 　 　

３　新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から権利行使された新株予約権の数

を減じ、退職等により失権している新株予約権の数(76個)を含めて記載しております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数(株) 残高(株)
増減額

(百万円)

残高

(百万円)

増減額

(百万円)

残高

(百万円)

平成14年９月１日 ― 39,511,728― 5,821
 (注)

△3,680
1,455

(注)　平成14年６月27日開催の定時株主総会決議における資本準備金減少決議に基づく減少であり、平成14年９月１日に

その他資本剰余金に振り替えております。

　

(5) 【所有者別状況】

(平成21年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 25 23 92 41 ― 2,9313,113 ―

所有株数
(単元)

241 9,9361,19611,657 902 ― 15,48339,41596,728

所有株数
の割合
(％)

0.61 25.15 3.03 29.53 2.29 ― 39.39100.00 ―

(注) １　自己株式1,537,068株は「個人その他」に1,537単元及び「単元未満株式の状況」に68株含まれてお

ります。

２　株式の状況の「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式数15単元が含まれておりま

す。
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(6) 【大株主の状況】

(平成21年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小船町５－１ 5,404 13.67

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,825 4.61

株式会社みずほコーポレート銀行
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目３－３
(東京都中央区晴海１丁目８－12)

1,821 4.60

株式会社タチエス 東京都昭島市松原町３丁目３－７ 1,692 4.28

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,622 4.10

河西工業取引先持株会 神奈川県高座郡寒川町宮山3316 1,478 3.74

株式会社横浜銀行
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社)

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１
－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12)

1,276 3.22

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目13－14 1,057 2.67

株式会社ヨロズ 神奈川県横浜市港北区樽町３丁目７－60 917 2.32

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 871 2.20

計 ― 17,964 45.46

(注)　上記の他に当社が自己保有株式として所有している株式が1,537千株あり、発行済株式総数に対する所

有株式数の割合は3.89％であります。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式） 　 ― ― ―

議決権制限株式（その他） 　 ― ― ―

完全議決権株式  （自己保有株式） 　
― ―

（自己株式等） 普通株式 1,537,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,878,00037,878 ―

単元未満株式 普通株式 96,728 ― ―

発行済株式総数 　 39,511,728 ― ―

総株主の議決権 　 ― 37,878 ―

(注)１　「完全議決権株式(その他)欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式15,000株(議決権15個)が

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

（自己保有株式）  神奈川県高座郡寒川町
1,537,000 ― 1,537,0003.89

河西工業株式会社  宮山3316

計 ― 1,537,000 ― 1,537,0003.89
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該精度は、平成13年改

正旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

<第71回定時株主総会決議>

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日第71回定時株主総会終結時に在任

する当社及び子会社の取締役、執行役員、従業員(部長級以上)並びに監査役または当社外部コンサルタン

トに対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。
　

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役９名、執行役員７名、従業員35名、監査役３名、子会社取締役４

名、外部コンサルタント２名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 2,585,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり233円　　(注)

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成21年６月30日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社

または子会社の取締役、執行役員、従業員または監査役の地位にあること

を要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他の正当な理由のある場

合にはこの限りではない。

また、当社外部のコンサルタントに付与された新株予約権を行使する

際には、当該コンサルタントと当社の契約が、継続していることを要す

る。

その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結する「新株

予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の質入れ、その他一切の処分及び相続は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
―

(注)　１　新株予約権１個につき目的となる株数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げます。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行(時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権の行使の場合を除く)する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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<第74回定時株主総会決議>

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年６月29日第74回定時株主総会終結時に在任

する当社の取締役、執行役員、従業員及び監査役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行する

ことを平成17年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。
　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、執行役員11名、従業員24名、監査役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 989,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり450円　　(注)

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成26年６月30日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社

の取締役、執行役員、従業員または監査役の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他の正当な理由のある場

合には、権利行使期間の開始時または退任、退職のどちらか遅い時点から

２年間は権利行使ができるものとする。

その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

別途当社の取締役、執行役員、従業員、監査役との間で締結する「新株予

約権付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の質入れ、その他一切の処分及び相続は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
―

(注)　１　新株予約権１個につき目的となる株数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げます。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行(時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権の行使の場合を除く)する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条７号による普通株式の取得

　

(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2,993 887,723

当期間における取得自己株式 468 99,684

(注)　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

　

(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他　(注)１ 56,334 13,155,214 ― ―

保有自己株式数 1,537,068 ― 1,537,536 ―

(注) １　当事業年度の処分株式数の内訳は、新株予約権の権利行使によるもの56,000株及び単元未満株式の買増し請求

による買増し334株であります。

２　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置付けております。

利益配分につきましては、安定的な配当の継続を基本としながら、今後の業績及び配当性向等を総合的に

勘案し、株主の皆様への利益還元に努めてまいります。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主総会で

あります。

このような基本方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、上記の方針及び当期の業績の総合的な

検討に基づき、１株当たり普通配当４円50銭とさせていただきます。

内部保留資金につきましては、取引先ニーズに応えるための商品開発や生産性向上、拡販のための設備投

資等に有効活用し、併せて財務体質の強化を図っていく所存であります。

なお、当社は取締役会の決議に基づき中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成21年６月26日　定時株主総会 170 4.5

　

４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 460 709
548

615
574 352

最低(円) 297 359
510

398
244 151

(注)　当社株式は、平成19年３月１日付をもって東京証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替になっており、第76

期の上段は市場第一部、下段は市場第二部における株価であります。

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 245 246 192 205 203 192

最低(円) 151 156 152 169 165 174

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役会長　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　(代表取締

役)

全般 藤田善三 昭和13年６月27日生

昭和36年４月 日産車体㈱入社

（注）
３ 131

昭和47年４月 当社入社

昭和56年４月 当社取締役

昭和63年６月 当社常務取締役

平成２年６月 当社専務取締役

平成７年６月 当社代表取締役専務

平成12年４月 当社代表取締役社長

平成15年６月 当社最高執行役員

平成18年６月 当社代表取締役会長(現）

取締役社長兼

社長執行役員　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　(代表取締役)

全般　　　　監

査室担当
渡邊邦幸 昭和24年１月15日生

昭和46年４月 日産自動車㈱入社

（注）
３ 71

平成９年７月 同社設計管理部長

平成11年７月 同社資源統括部長

平成13年４月 同社常務（人事部門担当）

平成17年４月 当社顧問

平成17年６月 当社取締役兼副社長執行役員

平成18年６月 当社代表取締役社長兼最高執行役
員

平成21年６月 当社取締役社長兼社長執行役員
(現)

取締役兼　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　常務執行役員

開発本部長

　
吉田耕一 昭和25年６月８日生

昭和51年４月 当社入社

（注）
３ 33

平成10年１月 技術部長

平成12年12月九州事業部長

平成14年１月 当社執行役員

平成14年12月M-TEK INC.取締役

平成19年４月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社取締役兼常務執行役員(現）

取締役兼　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　常務執行役

員

管理本部長

　経営企画

室担当、管

理部担当、

内部統制プ

ロジェクト

担当

柏木　学 昭和25年５月12日生

昭和50年４月 日産自動車㈱入社

（注）
３ 48

平成10年７月 北米日産副社長

平成12年６月 日産自動車㈱資材部長

平成14年４月 当社入社

平成14年６月 当社執行役員

平成15年６月 当社上席執行役員

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社取締役兼常務執行役員(現）

取締役兼

常務執行役員

生産本部長

品質保証管

理責任者、

環境管理統

括責任者

江波廣文 昭和24年11月20日生

昭和48年４月 当社入社

（注）
３ 44

平成９年７月 寄居工場長

平成11年１月 九州工場長

平成15年６月 当社執行役員兼カサイメヒカーナ
社長

平成16年７月 当社執行役員

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社取締役兼常務執行役員(現）

取締役兼

常務執行役員

営業本部長

　第４営業

部担当

堀　浩治 昭和28年１月24日生

昭和52年４月 日産自動車㈱入社

（注）
３ 3

平成12年４月 同社プログラム管理室プログラム
ダイレクター

平成17年４月 同社商品利益管理室長

平成20年４月 当社入社

平成21年４月 当社常務執行役員

平成21年６月 当社取締役兼常務執行役員(現)
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取締役 　 朝倉研二 昭和30年12月11日生

昭和53年４月 長瀬産業㈱入社

（注）
３ ―

平成13年４月 同社電子事業部表示ディバイス部
部統括

平成16年４月 同社事業戦略室室統括

平成18年10月同社自動車材料事業部事業部長
（現）

平成19年６月 当社取締役（現）

平成21年４月 長瀬産業㈱執行役員(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

監査役　　　　　　　　

　常勤
　 小野寺憲和 昭和19年２月８日生

昭和42年４月 当社入社

（注）
４ 69

平成９年６月 当社取締役

平成11年１月 R-TEK Ltd.取締役社長

平成13年６月 M-TEK INC.取締役社長

平成15年６月 当社常務執行役員

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員

平成19年６月 当社常勤監査役（現）

監査役 　 今村圭司 昭和18年９月20日生

昭和42年４月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入
行

（注）
４ ―

平成元年４月 同行香港支店長

平成６年４月 ㈱あさひ銀行（現㈱りそな銀行）

京都支店長

平成８年６月 同行常勤監査役

平成12年６月 あさひ銀事務サービス㈱社長

平成13年６月 日産自動車㈱常勤監査役

平成18年６月 日産自動車㈱退任

平成20年６月 当社監査役（現）

監査役 　 岡田藤郎 昭和22年10月20日生

昭和45年４月 長瀬産業㈱入社

（注）
４ ―

平成10年４月 同社化成品総括室統括

平成14年３月 Nagase America Corporation
社長

平成19年10月同社嘱託

平成20年６月 当社監査役（現）

　 　 　 計 　 　 　 399

(注) １　取締役朝倉研二は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役 今村圭司及び岡田藤郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役 小野寺憲和の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであり、監査役 今村圭司の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平

成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。また、監査役 岡田藤郎の任期は、平成20年３月期

に係る定時株主総会終結の日から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の日までであります。

５　当社は、経営の意思決定を「戦略的な意思決定」と「業務執行上の意思決定」に区分し、経営の戦略性、スピー

ド、効率性を最大限に発揮しうる経営システムの構築を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役

員は以下の18名であります。

(取締役を兼任する執行役員 : ５名)

取締役社長兼社長執行役員(代表取締役) 渡邊邦幸

取締役兼常務執行役員 吉田耕一

取締役兼常務執行役員 柏木　学

取締役兼常務執行役員 江波廣文

取締役兼常務執行役員 堀　浩治

(執行役員 : 13名)

常務執行役員 今村　齊 広州河西汽車内飾件㈲董事長、穎西工業(股)担当

常務執行役員 福田史尋 経理部担当、事業統括部担当

常務執行役員 竹ノ内清 第２営業部担当、第２設計部担当兼宇都宮S&E室室長

常務執行役員 河原田澄 天井・サンバイザー事業推進部担当兼部長

常務執行役員 杉崎　等 第１営業部担当、第１設計部担当、先行開発部担当

執行役員 岡田　進 北米地区営業担当、M-TEK INC.副社長兼Zプロジェクト推進室　　　　(米

国営業担当)

執行役員 大田哲行 第１生産技術部担当、第２生産技術部担当

執行役員 早乙女優 第４設計部担当、開発実験部担当、開発管理部担当、　　　　　　　　　河西テ

クノ㈱取締役社長

執行役員 松本興宣 品質保証室担当、第１生産技術部担当、第２生産技術部担当

執行役員 斉藤康二 国内事業部担当、国内外関係会社製造部門担当、KPS推進部担当、　　　　　

　

生準管理部担当

執行役員 宮崎乾一 調達部担当兼部長

執行役員 平松茂那 第３設計部担当
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執行役員 西川　至 第３営業部担当、豊田S&E室担当、Zプロジェクト推進室担当兼室長
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６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選出しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数(千株)

杉野翔子 昭和20年８月７日生

昭和48年４月 弁護士登録

―昭和48年４月 藤林法律事務所入所

平成６年４月 藤林法律事務所

　 パートナー弁護士

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

なお、杉野翔子氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレートガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、創業以来、「社会の信用を、企業の繁栄を、相互の幸福を」を社訓と定め、株主・投資

家の皆様をはじめ、お客様や社会からの信頼を高め、環境への影響を十分配慮した製品造りを通じて、最

高の品質と価格競争力をもった製品を提供することにより、社会に貢献できる企業をめざしてまいりま

した。また、当社ではステークホルダーの皆様からの、なお一層の信頼獲得のためにはコーポレート・ガ

バナンスの強化・充実が最重要課題と認識しており、より透明度の高い経営システムの構築に積極的に

取り組んでおります。

　

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ　会社の基本説明

当社の取締役会は、取締役８名(うち社外取締役１名)で構成され、法令で定められた事項及び経営

の基本方針・重要事項等についての決議を行うと共に、執行役員の業務執行を監督する機関と位置

付け、月１回以上開催しております。

なお、当社の取締役は10名以内とし、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う

旨を定款に定めております。

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名(うち社外監査役２名)で構成されてお

ります。監査役は監査役協議会を毎月１回開催し、また、監査役会を年４回以上開催しております。

(平成21年３月31日現在)

ロ　会社の機関及び内部統制システムの整備の状況

当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の分担を明確に区分することを目的として導

入した、執行役員制度に基づき、経営の効率化と業務執行体制の強化を図っております。経営戦略会

議を原則として毎月２回開催して、取締役会の決議事項についての事前審議及び取締役会から委任

された経営に関する事項についての審議・決定を行なっております。また、経営の方針や経営情報の

共有、業務執行の状況報告等の確認のため、執行役員会を原則として毎月１回開催しております。ま

た、関係会社役員を交えた関係会社経営会議を、実績報告の場として毎月１回、グループ各社事業計

画の確認の場として年４回、定期開催することに加え必要に応じて適宜開催し、グループ各社への経

営方針についての浸透や経営の執行状況の確認を行なっております。

ハ　内部監査及び監査役監査の状況

当社は業務執行部門から独立した社長直轄の監査室（２名）において、各部門及び各子会社の業

務の執行、法令への適合状況についての内部監査を行い、監査結果に対して改善を実施しておりま

す。この内部監査を通じてコンプライアンス経営が確実に行なわれていることを検証するとともに、

指摘事項の改善により、企業の信頼度を継続的に高めております。

監査役は、監査役会が定めた監査の方針に従って、取締役会をはじめとした重要な会議への出席や

業務執行状況の調査を通して、取締役及び執行役員の職務について、その適法性・妥当性の観点から

意見を述べるとともに、監査計画に従い監査を実施しております。

監査役は、国内事業部(工場)、及び国内・海外関係会社の業務監査、内部体制監査等を監査室と合

同で計画的に実施しております。また監査役は、会計監査人と国内関係会社の期中監査人監査及び本

社事業部(工場)の期末棚卸実査において連携を図っているほか、監査人監査計画や決算関係並びに

内部統制関係等で年３回の報告会を設け情報の共有化を図っております。
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ニ　会計監査の状況

当社は会計監査人に監査法人トーマツを選任し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受け

ております。

a. 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

日下　靖規（監査法人トーマツ）

北川雄基郎（監査法人トーマツ）

奥津　佳樹（監査法人トーマツ）

b. 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　３名

会計士補等　　７名

その他　　　　２名

ホ　社外取締役及び社外監査役と提出会社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社社外取締役　朝倉研二と当社との利害関係はありません。

当社社外監査役　今村圭司と当社との利害関係はありません。

当社社外監査役　岡田藤郎と当社との利害関係はありません。

　

②　リスク管理体制の整備の状況

コンプライアンスの確立に際しては、社員全員の社会規範に沿った行動、法令及び社内規定を遵守し

た業務遂行が必須であることから、「河西グループ行動規範」を平成15年９月に制定し全グループ社

員の意識の向上と啓蒙に努めております。

　

③　役員報酬の内容

取締役及び監査役の報酬等の額　

区分 支給額 　 　

取締役 172百万円（うち社外取締役に対する報酬はありません）

監査役 30百万円 （うち社外監査役 　15百万円）

合　計 203百万円　 　

　

④　取締役会で決議することができることとした株主総会決議事項

イ　自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ロ　剰余金の配当

当社は、株主への利益配分の機会を充実させるため、取締役会の決議によって会社法第454条第５項

に定める剰余金の配当(中間配当金)をすることができる旨を定款に定めております。
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⑤　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行なうことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬　（百万円）

非監査業務に基づく
報酬　（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬　（百万円）

非監査業務に基づく
報酬　（百万円）

提出会社 ― ― 69 3

連結子会社 ― ― ― ―

合計 ― ― 69 3

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社が監査法人等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統制に

関する助言・指導業務であります。

　

④【監査報酬の決定方針】

当社は、一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成した財務諸表等の信頼性や適正性に

ついて、利害関係者や投資家等への社会的責任として、独立した立場での法定監査を監査法人等に委

託しております。その保証業務対価としての監査報酬は、社会的な水準及び監査時間等を勘案し、監

査役の同意を得て決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)並びに当連結会計年

度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,893 1,505

受取手形及び売掛金 20,332 11,183

たな卸資産 7,107 －

製品 － 426

仕掛品 － 3,309

原材料及び貯蔵品 － 2,135

繰延税金資産 911 744

その他 2,850 1,821

貸倒引当金 △26 △53

流動資産合計 33,068 21,072

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 27,747 26,290

減価償却累計額 △12,270 △12,259

建物及び構築物（純額） ※１
 15,477

※１
 14,030

機械装置及び運搬具 41,317 37,018

減価償却累計額 △28,493 △25,464

機械装置及び運搬具（純額） 12,823 11,554

工具、器具及び備品 15,371 18,718

減価償却累計額 △12,893 △13,597

工具、器具及び備品（純額） 2,478 5,121

土地 ※１
 5,697

※１
 5,635

建設仮勘定 3,568 2,517

有形固定資産合計 40,046 38,858

無形固定資産

ソフトウエア 1,950 2,458

その他 103 77

無形固定資産合計 2,053 2,536

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 4,724

※２
 2,921

長期貸付金 201 193

繰延税金資産 979 298

その他 340 630

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 6,238 4,036

固定資産合計 48,338 45,431

資産合計 81,406 66,503
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,037 9,536

短期借入金 ※１, ※３
 12,195

※１, ※３
 16,974

リース債務 － 1,991

未払金 2,730 2,095

未払法人税等 750 349

賞与引当金 1,026 557

その他 5,795 3,169

流動負債合計 40,536 34,675

固定負債

長期借入金 ※１
 13,015

※１
 11,933

リース債務 － 1,095

繰延税金負債 1,361 1,163

退職給付引当金 2,519 2,167

役員退職慰労引当金 70 13

その他 156 236

固定負債合計 17,123 16,610

負債合計 57,660 51,285

純資産の部

株主資本

資本金 5,821 5,821

資本剰余金 5,155 5,156

利益剰余金 11,657 7,707

自己株式 △504 △492

株主資本合計 22,129 18,192

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,026 320

為替換算調整勘定 △2,139 △5,314

評価・換算差額等合計 △1,112 △4,993

少数株主持分 2,729 2,019

純資産合計 23,745 15,218

負債純資産合計 81,406 66,503
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 144,888 122,452

売上原価 ※２
 128,577

※２
 108,948

売上総利益 16,310 13,503

販売費及び一般管理費 ※１, ※２
 12,416

※１, ※２
 11,566

営業利益 3,894 1,936

営業外収益

受取利息 61 35

受取配当金 51 59

持分法による投資利益 42 －

補助金収入 － 76

為替差益 85 －

雑収入 111 199

営業外収益合計 352 372

営業外費用

支払利息 739 484

為替差損 － 963

雑支出 42 54

営業外費用合計 781 1,502

経常利益 3,465 806

特別利益

固定資産売却益 ※３
 12

※３
 19

投資有価証券売却益 2 －

貸倒引当金戻入額 32 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 14

受取補償金 ※４
 51

※４
 47

その他 5 23

特別利益合計 104 104

特別損失

固定資産除却損 ※５
 162

※５
 78

投資有価証券評価損 － 842

減損損失 ※６
 103

※６
 11

事業整理損 36 －

その他 37 24

特別損失合計 340 957

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

3,229 △46

法人税、住民税及び事業税 1,295 1,502

過年度法人税等 △5 12

法人税等調整額 65 1,296

法人税等合計 1,355 2,812

少数株主利益 571 685

当期純利益又は当期純損失（△） 1,302 △3,543
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,821 5,821

当期末残高 5,821 5,821

資本剰余金

前期末残高 5,154 5,155

当期変動額

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 5,155 5,156

利益剰余金

前期末残高 10,695 11,657

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △65

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

当期純利益又は当期純損失（△） 1,302 △3,543

当期変動額合計 962 △3,885

当期末残高 11,657 7,707

自己株式

前期末残高 △531 △504

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 27 12

当期変動額合計 27 11

当期末残高 △504 △492

株主資本合計

前期末残高 21,139 22,129

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △65

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

当期純利益又は当期純損失（△） 1,302 △3,543

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 29 13

当期変動額合計 990 △3,872

当期末残高 22,129 18,192
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,777 1,026

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△751 △705

当期変動額合計 △751 △705

当期末残高 1,026 320

為替換算調整勘定

前期末残高 △794 △2,139

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,344 △3,175

当期変動額合計 △1,344 △3,175

当期末残高 △2,139 △5,314

評価・換算差額等合計

前期末残高 983 △1,112

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,096 △3,880

当期変動額合計 △2,096 △3,880

当期末残高 △1,112 △4,993

少数株主持分

前期末残高 2,310 2,729

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 418 △709

当期変動額合計 418 △709

当期末残高 2,729 2,019

純資産合計

前期末残高 24,433 23,745

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △65

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

当期純利益又は当期純損失（△） 1,302 △3,543

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 29 13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,677 △4,589

当期変動額合計 △687 △8,462

当期末残高 23,745 15,218
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

3,229 △46

減価償却費 5,978 6,918

減損損失 103 11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △73 36

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △464

退職給付引当金の増減額（△は減少） △665 △351

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 △56

受取利息及び受取配当金 △113 △95

受取補償金 △51 △47

支払利息 739 484

持分法による投資損益（△は益） △42 0

固定資産売却損益（△は益） △12 △18

固定資産除却損 162 78

投資有価証券売却損益（△は益） △2 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,917 7,993

たな卸資産の増減額（△は増加） 529 329

仕入債務の増減額（△は減少） 2,122 △7,553

未払金の増減額（△は減少） 143 △189

その他 441 △841

小計 10,587 6,190

利息及び配当金の受取額 113 107

利息の支払額 △740 △468

補償金の受取額 51 47

法人税等の支払額 △1,229 △1,780

法人税等の還付額 － 268

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,783 4,364

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,262 △8,187

有形固定資産の売却による収入 3,865 3,267

無形固定資産の取得による支出 △421 △1,119

投資有価証券の取得による支出 △294 △228

投資有価証券の売却による収入 4 －

子会社株式の売却による収入 △15 －

貸付けによる支出 △120 △199

貸付金の回収による収入 113 201

その他 4 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,126 △6,272
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,021 4,920

長期借入れによる収入 300 1,000

長期借入金の返済による支出 △2,507 △1,950

リース債務の返済による支出 － △1,173

自己株式の売却による収入 29 13

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △340 △341

その他 △124 △388

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,622 2,078

現金及び現金同等物に係る換算差額 28 △558

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,061 △387

現金及び現金同等物の期首残高 831 1,893

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 1,893

※１
 1,505
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

　

項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　　　　　12社
　連結子会社名は「第１企業の概況４　
関係会社の状況」に記載しているため
省略しております。
　河西テクノ㈱については当連結会計年
度において新たに設立したため、連結の
範囲に含めております。
　また、㈱東原河西TECHNOは平成19年10
月に合弁を解消し全株式を譲渡したた
め、当該時点において連結範囲から除外
しております。
　

(1) 連結子会社の数　　　　　　12社
 連結子会社名は「第１企業の概況４　
関係会社の状況」に記載しているため
省略しております。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

──────

(2) 主要な非連結子会社の名称等

──────

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数　　３社

持分法適用関連会社名は「第１企業

の概況　４関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

エスケイ工業㈱は当連結会計年度に

おいて新たに設立したため、持分法適

用の関連会社の範囲に含めておりま

す。

 

(2) 持分法適用会社のうち決算日が連

結決算日と異なる会社については、当

該会社の事業年度に係る財務諸表等を

使用しております。

 

(1) 持分法適用の関連会社数　　４社

持分法適用関連会社名は「第１企業

の概況　４関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

広州艾司克汽車内飾㈲は当連結会計

年度において新たに設立したため、持

分法適用の関連会社の範囲に含めてお

ります。

 

(2) 同左

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、M-TEK INC.の決

算日は２月末日で、またカサイメヒ

カーナ、R-TEK Ltd.、広州河西汽車内飾

件㈲、Kasai Teck See Co.,Ltd.の決算

日は12月末日であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しておりますが、連

結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行って

おります。

 

連結子会社のうち、M-TEK INC.の決

算日は２月末日でありましたが、当該

決算日を12月末日に変更したことに伴

い、当連結会計年度は平成20年３月１

日から平成20年12月31日までの10ヶ月

間を連結しております。

また、カサイメヒカーナ、R-TEK

Ltd.、広州河西汽車内飾件㈲、Kasai

Teck See Co.,Ltd.の決算日は12月末

日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては、同決算日現在の財務諸表

を使用しておりますが、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…主として期末決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入

法)により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

主として移動平均法による原

価法

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

時価のないもの

同左

 

　 ② たな卸資産

親会社及び国内連結子会社

評価基準　　　　　原価法

 

 

 

評価方法

製品・仕掛品　　　先入先出法

うち購入製品　　　移動平均法

うち金型仕掛品等　個別法

原材料　　　　　　移動平均法

貯蔵品　　　　　　移動平均法

在外子会社

評価基準　低価法

評価方法　主として先入先出法

 

② たな卸資産

親会社及び国内連結子会社

評価基準　　　　　原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により

算定)

評価方法

同左

 

 

 

 

在外子会社

同左

 

(会計方針の変更)

当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準(企業会計基準

委員会　平成18年７月５日公表分　企業

会計基準第９号)を適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(収益性低

下による簿価切下げの方法)に変更し

ております。

この結果、従来の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利益がそれぞれ

49百万円減少し、税金等調整前当期純

損失が同額増加しております。

　 　 なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

親会社及び国内連結子会社は主とし

て定率法。

親会社の工具器具備品のうち工具並

びに親会社及び国内連結子会社におい

ては、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)について

は定額法を採用しております。

在外子会社は主として定額法。

ただし、M-TEK INC.は一部定率法

(the double declining method)。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　４～12年

工具、器具及び備品　２～20年

 

(会計方針の変更)

親会社及び国内連結子会社は法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度から、

平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

これに伴い、前連結会計年度と同一

の方法によった場合と比べ、営業利益、

経常利益、税金等調整前当期純利益が

それぞれ60百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

───────
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 (追加情報)

当該変更に伴い、営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益がそれぞ

親会社及び国内連結子会社は当連結

会計年度から、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会年度

から、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

当該変更に伴い、営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益がそれぞ

れ78百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

(追加情報)

親会社及び国内連結子会社は、当連

結会計年度より減価償却資産の耐用年

数等に関する平成20年度法人税法の改

正を契機として、利用状況を見直した

結果、改正後の法人税法に基づく耐用

年数を適用しております。この結果、従

来の方法によった場合と比べ、営業利

益、経常利益がそれぞれ２億84百万円

減少し、税金等調整前当期純損失が同

額増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

　 ② 無形固定資産

　　 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内利用期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

       同左

　 　 ③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

　なお、リース取引開始日が、平成20年

３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　 　 　

　 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 ② 賞与引当金

従業員賞与の支払いに備えるために

設定したものであり、支給対象期間に

対応する支給見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

　 ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づいて計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(１年～10年)による定額法により按

分した額を費用処理しております。数

理計算上の差異は、その発生時の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(１年

～10年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

 

③ 退職給付引当金

同左

　 ④ 役員退職慰労引当金

連結子会社３社は、役員の退職金の

支払いに備え、会社内規に基づく連結

会計年度末要支給見込額を計上してお

ります。

 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

④ 役員退職慰労金引当金

同左

 

 

 

 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産、負債、収益

及び費用は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定並びに

少数株主持分に含めております。

 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産及び負

債は決算日の直物為替相場により、収

益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定並びに少数株主

持分に含めております。

 

　 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5)      ───────

　 親会社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジを採用しております。な

お要件を満たす場合には、為替予約に

ついては振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理を採用しておりま

す。

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　ヘッジ対象

為替予約　　　外貨建債権債務

金利スワップ　借入金の利息

 

③ ヘッジ方針

当社グループは、為替相場の変動・

金利変動に対するリスクヘッジを目的

として、実需の範囲内でデリバティブ

取引を利用しております。したがって、

売買差益を獲得する目的や投機目的の

ためには、デリバティブ取引を利用し

ておりません。

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより、有効性の評価

を行っております。ただし、振当処理の

要件を満たす為替予約、特例処理の要

件を満たす金利スワップについては、

ヘッジの有効性の判定を省略しており

ます。

 

⑤ 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、外貨建債権債

務の為替変動のリスク回避及び有利子

負債の金利変動のリスク回避を目的と

して行っており、基本的に個別ヘッジ

を行い、取引高は実需の範囲内とし、投

機目的やトレーディング目的の取引は

行わない方針であります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

 

③ ヘッジ方針

同左

 

 

 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 

 

 

 

 

⑤ 取引に対する取組方針

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 ⑥ 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引に係るリスク管理

は経理部が行っております。

為替変動・金利変動リスクを回避す

るための取引であり、実需以上のデリ

バティブ取引が存在していないか等に

重点をおいて管理しております。

⑥ 取引に係るリスク管理体制

同左

　 また取引により確定した為替レート

・利率等は、随時担当役員に報告して

おります。

なお、デリバティブ取引が発生する

場合は、個別の稟議事項として案件ご

とに承認を受けることとしておりま

す。

 

⑦ 取引に係るリスクの内容

当社グループのデリバティブ取引に

よるリスクとしては、為替相場及び市

場金利の変動による期待利益の喪失と

いうリスクを有しておりますが、それ

ぞれ実需の範囲内の取引であり、実質

的なリスクはありません。

また取引相手は、信用度の高い取引

銀行であり、信用リスクはないものと

判断しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 取引に係るリスクの内容

同左

 

　 (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

 

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金から

なっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　　　　　　　　────────

 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い)

当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計

基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を

適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益

が66百万円減少し、経常利益が２億77百万円増加し、税

金等調整前当期純損失が同額減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

 

(リース取引に関する会計基準)

当連結会計年度より「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正

平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業

会計基準適用指針第16号)を適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理に変更しております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、工具、器具

及び備品が30億51百万円、無形固定資産が７百万円それ

ぞれ多く計上されておりますが、損益に与える影響は軽

微であります。

なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

 

(在外子会社の財務諸表項目の換算)

在外子会社の収益及び費用は、従来、子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当

連結会計年度より、期中平均相場により円貨に換算する

方法に変更しております。この変更は、四半期報告制度

の導入を受け、為替相場による四半期毎の連結収益及び

費用の額と、連結会計年度の収益及び費用の額の乖離を

少なくすることにより、各四半期並びに連結会計年度に

おける企業状況をより実状に即して表示するためのも

のであります。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上高が

103億84百万円、営業利益が８億50百万円、経常利益が６

億58百万円増加し、税金等調整前当期純損失が６億54百

万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　　　　　　　　　───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(連結損益計算書)

前連結会計年度において特別損失の「その他」に含

めておりました「事業整理損」(前連結会計年度３百万

円)は、重要性が増したため、当連結会計年度においては

区分掲記することに変更いたしました。

 

 

 

(連結貸借対照表)

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成20

年８月７日内閣府令第50号)が適用となることに伴い、

前連結会計年度において「たな卸資産」として掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ５億

34百万円、38億84百万円、26億88百万円であります。

 

(連結損益計算書)

前連結会計年度において営業外収益の「雑収入」に

含めて表示しておりました「補助金収入」(前連結会計

年度15百万円)、特別利益の「その他」に含めて表示し

ておりました「役員退職慰労引当金戻入益」(前連結会

計年度３百万円)及び特別損失の「その他」に含めて表

示しておりました「投資有価証券評価損」(前連結会計

年度９百万円)は、重要性が増したため、当連結会計年度

においては区分掲記することに変更いたしました。
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【注記事項】
　

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務 ※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物 832百万円

　土地 880百万円

　合計 1,713百万円

 

上記のうち、工場財団設定分は次のとおりでありま
す。

　建物 147百万円

　土地 125百万円

　合計 273百万円

 

担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物 799百万円

　土地 880百万円

　合計 1,680百万円

 

上記のうち、工場財団設定分は次のとおりでありま
す。

　建物 151百万円

　土地 125百万円

　合計 276百万円

 

 

担保付債務は次のとおりであります。

　短期借入金 355百万円

　長期借入金 1,337百万円

　合計 1,693百万円

 

 

担保付債務は次のとおりであります。

　短期借入金 320百万円

　長期借入金 1,016百万円

　合計 1,337百万円

 

※２　関連会社に係る注記
   関連会社に対するものは次のとおりであります。

※２　関連会社に係る注記
　　関連会社に対するものは次のとおりであります。

　投資有価証券(株式) 874百万円

　 　

　
　

　

※３　親会社においては、運転資金の効率的な調達を　　
行うため取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。当連結会計年
度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント
に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び

　貸出コミットメントの総額
　　19,700百万円

　借入実行残高　　　　　　　 　　 9,650百万円

　　差引 　　10,050百万円

 

　投資有価証券(株式) 830百万円

　投資有価証券(出資金) 108百万円

　合計
939百万円

　

※３　親会社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約を締結しております。当連結会計年度末
における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係
る借入金未実行残高は次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び

　貸出コミットメントの総額
　　19,700百万円

　借入実行残高　　　　　　　 　　14,500百万円

　　差引 　　 5,200百万円
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金
額は次のとおりであります。

運賃及び発送諸費 2,100百万円

給料 4,165百万円

減価償却費 204百万円

賞与引当金繰入 91百万円

退職給付費用 187百万円

 

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金
額は次のとおりであります。

運賃及び発送諸費 2,010百万円

給料 4,024百万円

減価償却費 209百万円

賞与引当金繰入 60百万円

退職給付費用 240百万円

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究

開発費

　 521百万円

なお、一般管理費に含まれる研究開発費はありませ
ん。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究

開発費

　 655百万円

なお、一般管理費に含まれる研究開発費はありませ
ん。

※３　固定資産売却益は、主として親会社の生産設備等
売却益５百万円及び子会社㈱ケーピーケィの生産
設備等売却益７百万円であります。

※３　固定資産売却益は、主として親会社の生産設備等
売却益３百万円及び子会社㈱エーピーエムの生産
設備等売却益７百万円であります。

※４　受取補償金は取引先が一部の製品事業から撤退し
たことによる当社で発生した費用に対する補償金
であります。

※４　受取補償金は取引先が一部の製品事業から撤退し
たことによる当社で発生した費用に対する補償金
であります。

※５　固定資産除却損は、機械及び装置91百万円、工具、
器具及び備品41百万円、建物及び構築物29百万円に
よるものであります。

※５　固定資産除却損は、機械及び装置42百万円、建物及
び構築物22百万円、工具、器具及び備品６百万円、ソ
フトウェア６百万円によるものであります。

※６　減損損失

以下の資産グループについて減損損失を計上い
たしました。

用途 種類 場所 減損損失

遊休 土地
千葉県

いすみ市
24百万円

工場用地 土地
三重県　　津
市

78百万円

計 　 　 103百万円

当社グループは、事業資産については事業所等を基
準とした管理会計上の区分単位を、遊休資産について
は、個別物件単位をグルーピングの単位としておりま
す。

千葉県いすみ市の土地については、売却計画に基づ
き、減損損失を認識いたしました。

三重県津市の土地については、工場建設時に取得し
た一部について、継続的に地価が下落していることか
ら、減損損失を認識いたしました。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ており、売却予定資産については確定している売却価
額に基づき算定し、事業用資産のうち重要性のある資
産は不動産鑑定評価額を基準とした価額、また、その
他の資産は処分見込額に基づき算定しております。

※６　減損損失

以下の資産グループについて減損損失を計上い
たしました。

用途 種類 場所 減損損失

遊休 土地
千葉県

いすみ市
11百万円

 

 

当社グループは、事業資産については事業所　　　等を
基準とした管理会計上の区分単位を、遊休資産につい
ては、個別物件単位をグルーピングの単位としており
ます。

千葉県いすみ市の土地については、売却計画に基づ
き、減損損失を認識いたしました。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定して
おり、売却予定資産については確定している売却価額
に基づき算定しております
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 (株) 39,511,728 ― ― 39,511,728

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 (株) 1,713,455 1,954 125,000 1,590,409

（変動事由の概要）

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少はストックオプションの権利行使に伴う交付であります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 340 9 平成19年３月31日平成19年６月29日

(注) １株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部上場記念配当１円が含まれております。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 341 9 平成20年３月31日平成20年６月27日
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 (株) 39,511,728 ― ― 39,511,728

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 (株) 1,590,409 2,993 56,334 1,537,068

（変動事由の概要）

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少はストックオプションの権利行使に伴う交付及び単元未満株式

の買い増し請求による売渡しであります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 341 9 平成20年３月31日平成20年６月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 170 4.50平成21年３月31日平成21年６月29日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照　　
表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 1,893

現金及び現金同等物 1,893

 

　　　　　　　　────────

（百万円）

現金及び預金勘定 1,505

現金及び現金同等物 1,505

 

※２　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・
リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ3,087
百万円であります。
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
機械装置及

び運搬具

工具器具
備品

ソフト　
ウェア

合計

　 (百万円)(百万円)(百万円)(百万円)

取得価額相
当額

141 7,373 246 7,761

減価償却累
計額相当額

44 2,629 112 2,786

期末残高相
当額

96 4,744 133 4,975

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
機械装置及

び運搬具

工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

　 (百万円) (百万円) (百万円)(百万円)

取得価額相
当額

141 4,826 245 5,212

減価償却累
計額相当額

61 3,167 158 3,387

期末残高相
当額

80 1,659 86 1,825

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

1年内 3,107百万円

1年超 1,952百万円

合計 5,060百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

1年内 1,766百万円

1年超 120百万円

合計 1,886百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額

支払リース料 3,073百万円

減価償却費相当額 2,976百万円

支払利息相当額 115百万円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額

支払リース料 2,773百万円

減価償却費相当額 2,778百万円

支払利息相当額 100百万円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

同左

 

 

(減損損失について) (減損損失について)

リース資産について配分された減損損失はありま
せん。
 

同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

────── １ ファイナンス・リース取引

　 (借主側)

　 (1) リース資産の内容

　 　・有形固定資産

　 　　　主として、自動車内装部品事業における金型(工具、
器具及び備品)であります。

　 　・無形固定資産

　 　　　主として、自動車内装部品事業におけるコンピュー
タソフトウェアであります。

　 (2) リース資産の減価償却の方法

　 　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。
 

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

　　未経過リース料

 

1年内 628百万円

1年超 711百万円

合計 1,340百万円

 

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

　ものに係る未経過リース料

1年内 121百万円

1年超 51百万円

合計 172百万円
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(有価証券関係)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成20年３月31日) (平成21年３月31日)

取得原価

連結決算日に
おける　　　　連
結貸借　　対照
表計上額

差額 取得原価

連結決算日に
おける　　　連結
貸借　　　　　対照
表計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)
連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

　 　 　 　 　 　

株式 686 2,384 1,697 618 1,127 508

小計 686 2,384 1,697 618 1,127 508

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

　 　 　 　 　 　

株式 1,532 1,331 △200 736 720 △15

小計 1,532 1,331 △200 736 720 △15

合計 2,218 3,716 1,497 1,354 1,848 493

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損８億42百万円を計上しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成19年４月１日 (自　平成20年４月１日
  至　平成20年３月31日)   至　平成21年３月31日)

売却額　(百万円) 4 ―

売却益の合計額　(百万円) 2 ―

売却損の合計額　(百万円) ― ―

　

３　時価評価されていない有価証券

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成20年３月31日) (平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額　(百万円) 連結貸借対照表計上額　(百万円)

その他有価証券 　 　

非上場株式 134 134

合計 134 134

（注）減損処理にあたっては、その他有価証券で時価のある株式については、時価が取得価額の30％以上下落した場合

は減損処理を行っております。また、その他有価証券で時価のない株式については、当該有価証券の発行会社の財

政状態の悪化により、実質価額が取得価額と比べ50％以上下落した場合は減損処理を行っております。

次へ
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1)　取引の内容及び利用目的等

当社グループは、外貨建債権債務について円貨に
よるキャッシュ・フローを確定させるため為替予約
取引を利用しております。

また、当社は、金融資産、負債に係る将来の取引市
場での金利変動リスクを軽減する目的で、長期借入
金を対象とした金利スワップ取引を利用しておりま
す。

なお、繰延ヘッジを採用しており、要件を満たす場
合には、為替予約については振当処理を、金利スワッ
プについては特例処理を採用しております。

 

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　ヘッジ対象　　

為替予約　　　　　　　外貨建債権債務

金利スワップ　　　　　借入金の利息

②　ヘッジ方針

当社グループは、為替相場の変動・金利変動に対
するリスクヘッジを目的として、実需の範囲内でデ
リバティブ取引を利用しております。したがって売
買差益を獲得する目的や投機目的のためにデリバ
ティブ取引を利用しておりません。

③　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認する
ことにより、有効性の評価を行っております。但し、
振当処理の要件を満たす為替予約、特例処理の要件
を満たす金利スワップについては、ヘッジの有効性
の判定は省略しております。

(2)　取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、外貨建債権債務の為替変動
のリスク回避及び有利子負債の金利変動のリスク回
避を目的として行っており、基本的に個別ヘッジを
行い、取引高は実需の範囲内とし、投機目的やトレー
ディング目的の取引は行わない方針であります。

(3)　取引に係るリスクの内容

当社グループのデリバティブ取引によるリスクと
しては、為替相場及び市場金利の変動による期待利
益の喪失というリスクを有しておりますが、それぞ
れ実需の範囲内の取引であり、実質的なリスクはあ
りません。

また、取引相手は、信用度の高い取引銀行であり、
信用リスクはないものと判断しております。

(4)　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引に係るリスク管理は経理部が
行っております。

為替変動・金利変動リスクを回避するための取引で
あり、実需以上のデリバティブ取引が存在いないか
等に重点をおいて管理しております。

また取引により確定した為替レート・利率等は、
随時担当役員に報告しております。なお、デリバティ
ブ取引が発生する場合は、個別の稟議事項として案
件ごとに承認を受けることとしております。
 

１　取引の状況に関する事項

同左

２　取引の時価等に関する事項

当社グループが行っているデリバティブ取引には
すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載を
省略しております。
 

２　取引の時価等に関する事項

同左

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 69/118



(退職給付関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし
て、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一
時金制度を設けております。また、従業員の退職に際
して割増退職金を支払う場合があります。

なお、当社及び一部の国内連結子会社において、確
定拠出型の制度を有しております。

 

要拠出額を退職給付費用として処理している複数
事業主制度に関する事項

 (1)　制度全体の積立状況に関する事項

（平成19年３月31日現在）

年金資産の額　　　　　　　　　　187,078百万円

年金財政計算上の給付債務の額　　174,363百万円

差引額　　　　　　　　　　　　　 12,714百万円

 

 (2)　制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

0.6％

 (3)　補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の
過去勤務債務残高26,832百万円及び別途積立金等
39,548百万円であります。本制度における過去勤務債
務の償却方法は期間19～20年元利均等償却でありま
す。当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金
８百万円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担
割合とは一致いたしません。

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし
て、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一
時金制度を設けております。また、従業員の退職に際
して割増退職金を支払う場合があります。

なお、当社及び一部の国内連結子会社において、確
定拠出型の制度を有しております。

 

要拠出額を退職給付費用として処理している複数
事業主制度に関する事項

(1)　制度全体の積立状況に関する事項

（平成20年３月31日現在）

年金資産の額　　　　　　　　　　165,827百万円

年金財政計算上の給付債務の額　　185,379百万円

差引額　　　　　　　　　　　 　△19,552百万円

 

(2)　制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

0.5％

(3)　補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の
過去勤務債務残高26,314百万円及び別途積立金等　　　
7,283百万円であります。本制度における過去勤務債
務の償却方法は期間19～20年元利均等償却でありま
す。当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金
８百万円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担
割合とは一致いたしません。

 

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △11,561百万円

ロ　年金資産 8,761百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,800百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 1,859百万円

ホ　未認識過去勤務債務 △1,578百万円

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △2,519百万円

 

 

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △11,208百万円

ロ　年金資産 6,752百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △4,455百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 △1,215百万円

ホ　未認識過去勤務債務 3,503百万円

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △2,167百万円

 

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 489百万円

ロ　利息費用 237百万円

ハ　期待運用収益 △200百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 273百万円

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △205百万円

ヘ　中小企業退職金共済制度への掛
金

6百万円

ト　総合型厚生年金基金への掛金 46百万円

チ　割増退職金 13百万円

リ　退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト
＋チ)

659百万円

 

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 467百万円

ロ　利息費用 230百万円

ハ　期待運用収益 △174百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 595百万円

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △205百万円

ヘ　中小企業退職金共済制度への掛
金

5百万円

ト　総合型厚生年金基金への掛金 49百万円

チ　割増退職金 5百万円

リ　退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト
＋チ)

975百万円

 

（注）１　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し
ております。

２　確定拠出型の制度を採用している会社の退職
給付費用は、「イ　勤務費用」及び「ヘ　中小企
業退職金共済制度への掛金」に計上しておりま
す。

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額
の期間配分方法

期間定額基準

②　割引率 2.0％～1.5％

③　期待運用収益率 2.0％～0.75％

④　過去勤務債務の
額の処理年数

10年～1年(発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法)

⑤　数理計算上の差
異の処理年数

10年～1年(発生時の従業員の
平均残存─勤務期間以内の一
定の年数による定額法)

⑥　会計基準変更時
差異の処理年数

該当事項はありません。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』
の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号 平成19
年５月15日）を適用しております。

 

 
─────
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(税効果会計関係)
　

前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

流動資産 　

（繰延税金資産） 　

　　賞与引当金 350

　　その他 616

　　繰延税金資産小計 967

　評価性引当額 △55

　繰延税金資産合計 911

　 　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　

　　退職給付引当金 1,023

　　投資有価証券等評価損 414

　　役員退職金引当金 92

　　固定資産評価損 262

　　繰越欠損金 13

　　その他 585

　　繰延税金資産小計 2,392

　評価性引当額 △878

　繰延税金資産合計 1,513

　（繰延税金負債） 　

　　その他有価証券評価差額金 △486

　　その他 △48

　繰延税金負債合計 △534

　繰延税金資産の純額 979

　 　

流動負債 　

（繰延税金負債） 　

　　その他 2

　繰延税金負債合計 2

　 　

固定負債 　

（繰延税金負債） 　

　　減価償却費 511

　　その他 849

　繰延税金負債合計 1,361

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

流動資産 　

（繰延税金資産） 　

　　賞与引当金 218

　　繰越欠損金 309

　　その他 626

　　繰延税金資産小計 1,154

　評価性引当額 △409

　繰延税金資産合計 744

　 　

固定資産 　

（繰延税金資産） 　

　　退職給付引当金 881

　　投資有価証券等評価損 124

　　役員退職金引当金 66

　　固定資産評価損 261

　　繰越欠損金 1,174

　　その他 379

　　繰延税金資産小計 2,888

　評価性引当額 △2,543

　繰延税金資産合計 344

　（繰延税金負債） 　

　　その他 △46

　繰延税金負債合計 △46

　繰延税金資産の純額 298

　 　

固定負債 　

（繰延税金負債） 　

　　その他有価証券評価差額金 144

　　減価償却費 374

　　その他 644

　繰延税金負債合計 1,163

 

　 　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以

下であるため注記を省略しております

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因となった主要な項目別の内
訳

（％）

法定実効税率 40.6

（調整） 　

　交際費等損金不算入 △71.2

　受取配当金等益金不算入 21.7

　住民税均等割 △41.6

　評価性引当額純増減 △4,493.3

　その他 △1,566.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △6,110.4
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び　　人

数　(名)

当社取締役　９　当社執行役員役員　７

当社従業員　35　当社監査役　３

子会社取締役　４

外部コンサルタント　２

当社取締役　４　当社執行役員役員　11

当社従業員　24　当社監査役　１

 

株式の種類別のストック・

オプションの数　(株)
普通株式

2,585,000

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　989,000

付与日 平成14年11月21日 平成17年９月26日

権利確定条件 付与日(平成14年11月21日)以降、権利確

定日(平成16年６月30日)まで継続勤務し

ていること。

付与日(平成17年９月26日)以降、権利確

定日(平成19年６月30日)まで継続勤務し

ていること。

対象勤務期間 定められていない 同左

権利行使期間 平成16年７月１日～

平成21年６月30日

平成19年７月１日～

平成26年６月30日

　 　 　

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

権利確定前（株） 　 　

前連結会計年度末 ― 989,000

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― 989,000

未確定残 ― ―

権利確定後（株） 　 　

前連結会計年度末 750,000 ―

権利確定 ― 989,000

権利行使 125,000 ―

失効 ― ―

未行使残 625,000 989,000

　

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

権利行使価格（円） 233 450

権利行使時平均単価（円） 393 ―

付与日における公正な　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　評価単価（円）

― ―
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

付与対象者の区分

及び人数(名)

当社取締役　９　当社執行役員役員　７

当社従業員　35　当社監査役　３

子会社取締役　４

外部コンサルタント　２

当社取締役　４　当社執行役員役員　11

当社従業員　24　当社監査役　１

 

株式の種類別のストック・

オプションの数(株)
普通株式

2,585,000

普通株式

989,000

付与日 平成14年11月21日 平成17年９月26日

権利確定条件 付与日(平成14年11月21日)以降、権利確定

日(平成16年６月30日)まで継続勤務して

いること。

付与日(平成17年９月26日)以降、権利確定

日(平成19年６月30日)まで継続勤務して

いること。

対象勤務期間 定められていない 同左

権利行使期間 平成16年７月１日～

平成21年６月30日

平成19年７月１日～

平成26年６月30日

　

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

権利確定前（株） 　 　

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後（株） 　 　

前連結会計年度末 625,000 989,000

権利確定 ― ―

権利行使 56,000 ―

失効 ― ―

未行使残 569,000 989,000

　

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成17年６月29日

権利行使価格（円） 233 450

権利行使時平均単価（円） 251 ―

付与日における公正な　　　　　評価単

価（円）

― ―
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成20年４月

１日　至　平成21年３月31日）における全セグメントの売上高の合計、営業損益の絶対値及び資産の金額の

合計額に占める「自動車内装部品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　  売上高 　 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する　
売上高

62,63861,53015,8014,916144,888 ― 144,888

 (2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,876 ― ― 230 6,107（6,107） ―

計 68,51561,53015,8015,147150,996（6,107）144,888

　営業費用 68,78858,90015,4303,985147,106（6,112）140,993

  営業利益又は営業損失
(△)

△273 2,630 370 1,161 3,889 4 3,894

Ⅱ　資産 50,11423,7496,253 3,95984,076（2,669）81,406

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域。

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2) 「北米」の区分に属する主な国又は地域は、米国であります。

(3) 「欧州」の区分に属する主な国又は地域は、英国であります。

(4) 「アジア」の区分に属する主な国又は地域は、中国であります。
　

２　会計方針の変更

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、親会社及び国内連結子会社は法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　　　これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、「日本」の営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益がそれぞれ60百万円減少しております。
　

３　追加情報

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、親会社及び国内連結子会社は当連結

会計年度から、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度から取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し減価償却費に含めて計上しております。

　　　当該変更に伴い、「日本」の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益がそれぞれ78百万円減少しており

ます。
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）
　

　
日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　  売上高 　 　 　 　 　 　 　

 (1) 外部顧客に対する　
売上高

57,20843,39215,2516,599122,452 ― 122,452

 (2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,560 ― ― 396 2,956（2,956） ―

計 59,76943,39215,2516,995125,408（2,956）122,452

　営業費用 63,01641,18713,8295,288123,322（2,807）120,515

  営業利益又は営業損失
(△)

△3,247 2,204 1,421 1,707 2,086（149） 1,936

Ⅱ　資産 44,36415,7613,312 4,17367,611（1,107）66,503

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2) 「北米」の区分に属する主な国又は地域は、米国であります。

(3) 「欧州」の区分に属する主な国又は地域は、英国であります。

(4) 「アジア」の区分に属する主な国又は地域は、中国であります。
　
２　会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日公表分　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準

については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「日本」の営業損失が49百万円増加しておりま

す。
　
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連結財務

諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実

務対応報告第18号)を適用し、連結上必要な修正を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「欧州」の営業利益が47百万円、「アジア」の営

業利益が19百万円それぞれ減少しております。

　
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第

13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日最終改正平成

19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更して

おります。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「日本」の資産が30億59百万円増加しておりま

す。

　
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より在外子会社

の収益及び費用については、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「北米」の売上高が49億95百万円、営業利益が２

億39百万円、「欧州」の売上高が47億２百万円、営業利益が４億38百万円、「アジア」の売上高が６億86百万

円、営業利益が１億72百万円、それぞれ増加しております。
　
３　追加情報

　「追加情報」に記載のとおり、親会社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より減価償却資産の耐用年数等

に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、利用状況を見直した結果、改正後の法人税法に基づく耐用

年数を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「日本」の営業損失が２億84百万円増加してお

ります。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

　 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 61,530 15,886 5,083 82,501

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 144,888

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

42.4 11.0 3.5 56.9

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 「北米」の区分に属する主な国又は地域は、米国であります。

(3) 「欧州」の区分に属する主な国又は地域は、英国であります

(4) 「その他の地域」の区分に属する主な国又は地域は、中国であります。

　

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

　 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 43,392 15,281 6,793 65,467

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 122,452

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

35.4 12.5 5.6 53.5

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
　

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2) 「北米」の区分に属する主な国又は地域は、米国であります。

(3) 「欧州」の区分に属する主な国又は地域は、英国であります

(4) 「その他の地域」の区分に属する主な国又は地域は、中国であります。
　

３　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より在外子会社

の収益及び費用については、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の「北米」の売上高が49億95百万円、「欧州」の

売上高が47億２百万円、「その他の地域」の売上高が６億86百万円、それぞれ増加しております。

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 77/118



【関連当事者情報】

　

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

属性
会社等

の名称
住所

資本金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

主要
株主
(会社
等)

長瀬産業
㈱

東京都
中央区

9,699
化学品

専門商社

直接 0.0

（直接14.3）

兼任

１名

当社材料
の主要仕
入先

材料購入 5,037買掛金 1,875

 （注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は、消費税等を含んで表示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を基に検討

交渉の上決定しております。

　

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日　企業会計基準委員会　

企業会計基準第11号）および「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10月17日　企業

会計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結子会社による関連当事者との取引が開示対象に追加されて

おります。
　

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要
株主

長瀬産業
㈱

東京都
中央区

9,699
化学品

専門商社

直接 0.0

（直接14.3）
当社材料の
主要仕入先

材料の購入 4,913買掛金 1,219

（注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は、消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を基に検討

交渉の上決定しております。

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要
株主

長瀬産業
㈱

東京都
中央区

9,699
化学品
専門商社

直接0.0

(直接14.3)

連結子会社
材料の主要
仕入先

材料の購入 3　買掛金 ―

（注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は、消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

材料購入については、提示された見積価格、現行原材料の価格及び当社部品の市場価格から算定した価格を基に検討

交渉の上決定しております。
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 554円23銭

１株当たり当期純利益 34円39銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

34円14銭

　

　

１株当たり純資産額 347円56銭

１株当たり当期純損失 93円35銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、１株当たり当期純損失であるため記載
しておりません。

　 　

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円） 23,745 15,218

普通株式に係る純資産額　（百万円） 21,016 13,198

差額の主な内訳（百万円）
2,729 2,019

少数株主持分

普通株式の発行済株式（株） 39,511,728 39,511,728

普通株式の自己株式数（株） 1,590,409 1,537,068

１株当たり純資産額の算定に用いられた　　
普通株式の数（株）

37,921,319 37,974,660

　

２．１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 (自　平成20年４月１日
　至　平成20年３月31日) 　至　平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は　　　　　　　　　当期純損

失(△)　（百万円）
1,302 △3,543

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳　　　　　　　　　（百

万円）
― ―

普通株式に係る当期純利益又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当期純損失(△) （百万円）
1,302 △3,543

普通株式の期中平均株式数 （株） 37,867,822 37,963,635

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に     　
用いられた普通株式増加数の主要な内訳　(株) 279,779 ―
新株予約権

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成17年６月29日の定時
株主総会決議に基づく新
株予約権
(新株予約権の数989個)

平成14年６月27日の定時株
主総会決議に基づく新株予
約権
(新株予約権の数569個)
平成17年６月29日の定時株
主総会決議に基づく新株予
約権
(新株予約権の数989個)
　なお、新株予約権の概要は
「第４ 提出会社の状況、１
株式等の状況、(2) 新株予
約権等の状況」に記載のと
おりであります。

(重要な後発事象)

　

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　　至　平成21年３月31日)
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該当事項はありません。

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 81/118



⑤ 【連結附属明細表】

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 9,737 14,639 1.05 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,457 2,335 2.73 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 1,991 3.26 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

13,015 11,933 1.23
平成22年９月30日～
平成27年６月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― 1,095 1.34
平成22年４月20日～
平成26年８月20日

合計 25,210 31,995 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 4,501 6,698 441 241

リース債務 1,055 20 14 4

合計 5,556 6,719 455 246

　

(2) 【その他】

　

回次
第１四半期

連結会計期間

第２四半期

連結会計期間

第３四半期

連結会計期間

第４四半期

連結会計期間

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 27,747 38,491 33,531 22,682

税金等調整前四半期純利
益又は四半期純損失(△)

(百万円) △654 2,208 △410 △1,189

四半期純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △431 708 △1,883 △1,937

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失(△)

（円） △11.37 18.67 △49.59 △51.03
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 137 290

受取手形 19 8

売掛金 ※２
 13,861

※２
 8,191

製品 127 127

原材料 206 －

仕掛品 1,926 2,080

貯蔵品 33 －

原材料及び貯蔵品 － 190

前払費用 212 213

従業員に対する短期貸付金 80 84

関係会社短期貸付金 1,658 1,778

未収入金 ※２
 4,034

※２
 2,365

立替金 1,041 449

繰延税金資産 383 －

その他 1 151

流動資産合計 23,725 15,932

固定資産

有形固定資産

建物 7,824 7,945

減価償却累計額 △5,046 △5,229

建物（純額） ※１
 2,778

※１
 2,715

構築物 1,290 1,303

減価償却累計額 △1,024 △1,063

構築物（純額） 265 240

機械及び装置 9,518 10,081

減価償却累計額 △6,953 △7,635

機械及び装置（純額） 2,565 2,445

車両運搬具 64 58

減価償却累計額 △60 △56

車両運搬具（純額） 3 2

工具、器具及び備品 3,276 7,921

減価償却累計額 △2,481 △3,952

工具、器具及び備品（純額） 794 3,968

土地 ※１
 1,656

※１
 1,708

建設仮勘定 2,219 2,108

有形固定資産合計 10,283 13,189

無形固定資産

借地権 54 54

ソフトウエア 1,942 2,439

電話加入権 0 0

無形固定資産合計 1,997 2,493

投資その他の資産

投資有価証券 3,791 1,982
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

関係会社株式 14,022 14,476

関係会社出資金 467 689

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 189 180

関係会社長期貸付金 4,874 5,368

繰延税金資産 690 －

その他 175 161

貸倒引当金 △2 △4

投資その他の資産合計 24,207 22,854

固定資産合計 36,488 38,537

資産合計 60,214 54,470

負債の部

流動負債

支払手形 428 31

買掛金 ※２
 13,860

※２
 7,934

短期借入金 ※３
 10,103

※３
 14,644

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 1,312

※１
 939

リース債務 － 1,977

未払金 2,411 1,661

未払法人税等 45 24

未払消費税等 163 19

未払費用 2,139 1,617

前受金 130 12

預り金 51 44

賞与引当金 526 327

設備関係支払手形 24 1

その他 44 0

流動負債合計 31,242 29,236

固定負債

長期借入金 ※１
 10,739

※１
 10,800

リース債務 － 1,083

退職給付引当金 2,402 1,982

繰延税金負債 － 144

長期未払金 156 194

その他 0 0

固定負債合計 13,299 14,205

負債合計 44,541 43,441
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,821 5,821

資本剰余金

資本準備金 1,455 1,455

その他資本剰余金 3,700 3,700

資本剰余金合計 5,155 5,156

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 2,751 3,101

繰越利益剰余金 1,415 △2,905

利益剰余金合計 4,166 195

自己株式 △504 △492

株主資本合計 14,638 10,679

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,034 348

評価・換算差額等合計 1,034 348

純資産合計 15,673 11,028

負債純資産合計 60,214 54,470
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 ※１
 66,600

※１
 58,877

売上原価 61,817 56,985

製品期首たな卸高 ※２
 61

※２
 127

当期製品製造原価 ※５
 27,082

※５
 25,412

当期製品仕入高 ※４
 34,800

※４
 31,573

合計 61,944 57,112

製品期末たな卸高 ※３
 127

※３
 127

売上総利益 4,782 1,892

販売費及び一般管理費 ※５, ※６
 5,249

※５, ※６
 4,686

営業損失（△） △466 △2,794

営業外収益

受取利息 106 120

受取配当金 ※７
 1,743

※７
 1,860

受取賃貸料 ※８
 19

※８
 17

雑収入 19 80

営業外収益合計 1,888 2,078

営業外費用

支払利息 289 346

為替差損 143 48

雑支出 40 50

営業外費用合計 473 446

経常利益又は経常損失（△） 948 △1,161

特別利益

固定資産売却益 ※９
 5

※９
 3

投資有価証券売却益 2 －

受取補償金 ※１０
 51

※１０
 47

特別利益合計 59 50

特別損失

固定資産除却損 ※１１
 91

※１１
 19

減損損失 ※１２
 24

※１２
 11

投資有価証券評価損 9 842

事業整理損 36 －

その他 27 8

特別損失合計 188 882

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 819 △1,993

法人税、住民税及び事業税 ※１３
 △149 82

過年度法人税等 △5 2

法人税等調整額 181 1,550

法人税等合計 26 1,635

当期純利益又は当期純損失（△） 793 △3,629
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

　Ⅰ　材料費 　 12,989 47.6 10,031 40.5

　Ⅱ　労務費 　 5,856 21.4 5,538 22.4

　Ⅲ　経費 ※１ 8,462 31.0 9,170 37.1

　　　当期総製造費用 　 27,308100.0 24,740100.0

　　　仕掛品期首たな卸高 　 1,538 　 1,630 　

　合計 　 28,846 　 26,370 　

　　　仕掛品期末たな卸高 ※２ 1,630 　 804 　

　　　他勘定振替高 ※３ 133 　 154 　

　　　当期製品製造原価 　 27,082 　 25,412 　

　 　 　 　 　 　

　

(注)※１　主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

外注加工費 860 608

減価償却費 991 2,405

　

※２　金型仕掛品はすべて外注委託しており、上記製造原価明細には含めておりません。

　　　　前事業年度：295百万円     当事業年度：1,276百万円　

　

※３　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

製造勘定他振替高 64 128

ソフトウェア振替高 69 25

　

（原価計算の方法）

当社は、工程別総合原価計算を採用しております。なお、原価差額は期末に調整しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,821 5,821

当期末残高 5,821 5,821

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,455 1,455

当期末残高 1,455 1,455

その他資本剰余金

前期末残高 3,699 3,700

当期変動額

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 3,700 3,700

資本剰余金合計

前期末残高 5,154 5,155

当期変動額

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 5,155 5,156

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,401 2,751

当期変動額

別途積立金の積立 350 350

当期変動額合計 350 350

当期末残高 2,751 3,101

繰越利益剰余金

前期末残高 1,312 1,415

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

別途積立金の積立 △350 △350

当期純利益又は当期純損失（△） 793 △3,629

当期変動額合計 102 △4,320

当期末残高 1,415 △2,905

利益剰余金合計

前期末残高 3,713 4,166

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

別途積立金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 793 △3,629

当期変動額合計 452 △3,970

当期末残高 4,166 195
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △531 △504

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 27 12

当期変動額合計 27 11

当期末残高 △504 △492

株主資本合計

前期末残高 14,157 14,638

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

当期純利益又は当期純損失（△） 793 △3,629

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 29 13

当期変動額合計 481 △3,958

当期末残高 14,638 10,679

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,769 1,034

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△734 △686

当期変動額合計 △734 △686

当期末残高 1,034 348

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,769 1,034

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△734 △686

当期変動額合計 △734 △686

当期末残高 1,034 348

純資産合計

前期末残高 15,926 15,673

当期変動額

剰余金の配当 △340 △341

当期純利益又は当期純損失（△） 793 △3,629

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 29 13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △734 △686

当期変動額合計 △253 △4,644

当期末残高 15,673 11,028
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【重要な会計方針】

　

項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

…期末決算日の市場価格等に基づ

く時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

 

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

時価のないもの

同左

 

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

評価基準　原価法

 

 

評価方法　製品・仕掛品　先入先出法

　　　うち購入製品　　　移動平均法

　　　うち金型仕掛品等　個別法

原材料　　　　移動平均法

貯蔵品　　　　移動平均法

評価基準　原価法

（貸借対照表額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

評価方法

同左

 

 

 

(会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成18年７月５日公表分　企業会

計基準第９号）を適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法（収益性

低下による簿価切下げの方法）に変更

しております。

この結果、従来の方法によった場合

と比べ、営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失がそれぞれ39百万円増加し

ております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

   建物　　　　　　　　　定率法

   構築物　　　　　　　　定率法

   機械及び装置　　　　　定率法

   車両及び運搬具　　　　定率法

   工具、器具及び備品

    うち 工具　　　　 　 定額法

  　　　 器具及び備品 　 定率法

　ただし、平成10年4月1日以降に取得し

た建物(建物付属設備を除く)について

は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び車両運搬具　４～12年

工具、器具及び備品　　　２～20年

(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度か

ら、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

　これに伴い、当事業年度と同一の方法

によった場合と比べ、営業損失が26百万

円増加し、経常利益、税引前当期純利益

がそれぞれ26百万円減少しております。

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　同左

 
 

──────

　 (追加情報)

　当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度から、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。

　当該変更に伴い、営業損失が55百万円

増加し、経常利益、税引前当期純利益が

それぞれ55百万円減少しております。

 

(追加情報)

　有形固定資産の耐用年数の変更

当事業年度より、減価償却資産の耐用年

数等に関する平成20年度法人税法の改

正を契機として、利用状況を見直した結

果、改正後の法人税法に基づく耐用年数

を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合と比べ、営業損失、経

常損失及び税引前純損失がそれぞれ１

億31百万円増加しております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　

(2) 無形固定資産

　　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

　

(2) 無形固定資産

　　　同左

　

　 　

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

　なお、リース取引開始が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 

　

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　　同左

 

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるために設

定したものであり、支給対象期間に対応

する支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づいて計上してお

ります。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額

を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

(2) 賞与引当金

　　　同左

(3)退職給付引当金

　　　同左

 

　 　 　

５　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

６　リース取引の処理方法

 

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 

　　　　────────

 

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジを採用しております。

なお要件を満たす場合には、為替予約に

ついては振当処理を、金利スワップにつ

いては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　　ヘッジ対象

　為替予約　　　　外貨建債権債務

　金利スワップ　　借入金の利息

(3)ヘッジ方針

　当社は、為替相場の変動・金利変動に

対するリスクヘッジを目的として、実需

の範囲内でデリバティブ取引を利用し

ております。したがって売買差益を獲得

する目的や投機目的のためには、デリバ

ティブ取引を利用しておりません。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を

確認することにより、有効性の評価を

行っております。ただし、振当処理の要

件を満たす為替予約、特例処理の要件を

満たす金利スワップについては、ヘッジ

の有効性の判定は省略しております。

(5)取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、外貨建債権債務

の為替変動のリスク回避及び有利子負

債の金利変動のリスク回避を目的とし

て行っており、基本的に個別ヘッジを行

い、取引高は実需の範囲内とし、投機目

的やトレーディング目的の取引は行わ

ない方針であります。

 

(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

(3) ヘッジ方針

　　　同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　同左

(5) 取引に対する取組方針

　　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　 (6)取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引に係るリスク管理は

経理部が行っております。

為替変動・金利変動リスクを回避する

ための取引であり、実需以上のデリバ

ティブ取引が存在していないか等に重

点をおいて管理しております。

また取引により確定した為替レート・

利率等は、随時担当役員に報告しており

ます。

　なお、デリバティブ取引が発生する場

合は、個別の禀議事項として案件ごとに

承認を受けることとしております。

(6)取引に係るリスク管理体制

　　　同左

 

　 (7) 取引に係るリスクの内容

　当社のデリバティブ取引によるリスク

としては、為替相場及び市場金利の変動

による期待利益の喪失というリスクを

有しておりますが、それぞれ実需の範囲

内の取引であり、実質的なリスクはあり

ません。

　また取引相手は、信用度の高い取引銀

行であり、信用リスクはないものと判断

しております。

(7) 取引に係るリスクの内容

　　　同左

 

８　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理について

　　　同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　　　　　　　　──────── （リース取引に関する会計基準）

当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成

19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計

基準適用指針第16号）を適用し、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理に変更しております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており

ます。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、工具、器具

及び備品が30億40百万円多く計上されておりますが、損

益に与える影響は軽微であります。

 

　

【表示方法の変更】

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

(貸借対照表)　　　　────────

 

 

 

 

 

 

(損益計算書)

前事業年度において、特別損失の「その他」に含めて

おりました「事業整理損(前事業年度３百万円)」は、重

要性が増したため、当事業年度においては区分掲記する

ことに変更いたしました。

 

(貸借対照表)

前事業年度において、「原材料」「貯蔵品」として掲

記されていたものは、当事業年度から「原材料及び貯蔵

品」と一括して掲記しております。なお、当事業年度に含

まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ１億86百万円、

３百万円であります。

 

(損益計算書)　　　　────────
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度

(平成20年３月31日)

当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　下記資産により工場財団を組成し、長期借入金385

百万円（うち１年内返済予定額106百万円）の担保

に供しております。

建物 147百万円

土地 125百万円

合計 273百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されているもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりであります。

※１　下記資産により工場財団を組成し、長期借入金279

百万円（うち１年内返済予定額79百万円）の担保

に供しております。

建物 151百万円

土地 125百万円

合計 276百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されているもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 2,268百万円

未収入金 2,027百万円

買掛金 1,966百万円

 

※３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当事業年度末に

おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高は次のとおりであります。

　 　当座貸越極度額及び 　 　
　 　貸出コミットメントの総額 19,700百万円

　 　借入実行残高 9,650百万円

　 　差引 10,050百万円

 

売掛金 443百万円

未収入金 1,536百万円

買掛金 1,491百万円

 

※３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当事業年度末に

おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高は次のとおりであります。

　 　当座貸越極度額及び 　 　
　 　貸出コミットメントの総額 19,700百万円

　 　借入実行残高 14,500百万円

　 　差引 5,200百万円

４　偶発債務 ４　偶発債務

（1）債務保証

（借入金）

㈱河西テック 1,000百万円

M-TEK INC. 1,977百万円

　 (19,740千ドル)

R-TEK Ltd. 61百万円

　 (310千ポンド)

計 3,039百万円

（1）債務保証

 (借入金）

㈱河西テック 800百万円

M-TEK INC. 884百万円

　 (9,000千ドル)

R-TEK Ltd. 49百万円

　 (350千ポンド)

カサイメヒカーナ 98百万円

　 (1,000千ドル)

計
1,831百万円

 

（2）保証予約

    （未払リース料）

M-TEK INC. 501百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（5,001千ドル）

上記のうち、外貨建保証債務は、決算日の為替相場に

より円換算しております。

 

（2）保証予約

（未払リース料）

　　M-TEK INC. 451百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（4,593千ドル）

上記のうち、外貨建保証債務は、決算日の為替相場に

より円換算しております。
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(損益計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

※１　売上高には関係会社に対する売上高5,917百万円

を含んでおります。

 

※２　製品期首たな卸高には購入製品18百万円を含んで

おります。

 

※３　製品期末たな卸高には購入製品59百万円を含んで

おります。

 

※４　当期製品仕入高には関係会社からの仕入高22,482

百万円を含んでおります。

 

※５　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費　　　　　　　  　　　　 521百万円

なお、一般管理費に含まれる研究開発費はありま

せん。

※６　販売費及び一般管理費中販売費に属する費用のお

およその割合は22％であります。

販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

運賃及び発送諸費　　　　　　　　705百万円

役員報酬　　　　　　　　　　　　237百万円

給料　　　　　　　　　　　　　1,646百万円

賞与　　　　　　　　　　　　　　432百万円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　 74百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　175百万円

福利厚生費　　　　　　　　　　　435百万円

旅費交通費　　　　　　　　　　　312百万円

支払手数料　　　　　　　　　　　355百万円

減価償却費　　　　　　　　　　　 61百万円

※１　売上高には関係会社に対する売上高2,581百万円

を含んでおります。

　 　

※２　製品期首たな卸高には購入製品59百万円を含んで

おります。

 

※３　製品期末たな卸高には購入製品52百万円を含んで

おります。

 

※４　当期製品仕入高には関係会社からの仕入高24,325

百万円を含んでおります。

 

※５　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費　　　　　　　　　　　　  655百万円

なお、一般管理費に含まれる研究開発費はありま

せん。

※６　販売費及び一般管理費中販売費に属する費用のお

およその割合は16％であります。

販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

運賃及び発送諸費　　　　　　　　432百万円

役員報酬　　　　　　　　　　　　201百万円

給料　　　　　　　　　　　　　1,380百万円

賞与　　　　　　　　　　　　　　435百万円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　 46百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　220百万円

福利厚生費　　　　　　　　　　　442百万円

旅費交通費　　　　　　　　　　　226百万円

支払手数料　　　　　　　　　　　400百万円

減価償却費　　　　　　　　　　　 64百万円

※７　受取配当金には関係会社からの配当金1,693百万

円を含んでおります。

 

※８　受取賃貸料には、関係会社からの収入18百万円を

含んでおります。

 

※９　固定資産売却益の主なものは、生産設備等の売却

益５百万円であります。

 

※10　受取補償金は取引先が一部の製品事業から撤退し

たことによる当社で発生した費用に対する補償金

であります。

 

※11　固定資産除却損の主なものは、建物28百万円、機械

及び装置34百万円、工具器具及び備品27百万円であ

ります。

※７　受取配当金には関係会社からの配当金1,802百万

円を含んでおります。

 

※８　受取賃貸料には、関係会社からの収入17百万円を

含んでおります。

 

※９　固定資産売却益の主なものは、生産設備等の売却

益３百万円であります。

 

※10　受取補償金は取引先が一部の製品事業から撤退し

たことによる当社で発生した費用に対する補償金

であります。

 

※11　固定資産除却損の主なものは、建物２百万円、機械

及び装置４百万円、工具器具及び備品４百万円、ソ

フトウェア６百万円であります。
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

※12　減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。

※12　減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。

　 用途 種類 場所 減損損失

　 遊休 土地 千葉県いすみ市 24百万円
　

　 用途 種類 場所 減損損失

　 遊休 土地 千葉県いすみ市 11百万円
　

当社は、事業資産については事業所等を基準にした管

理会計上の区分単位を、遊休資産については個別物件単

位をグルーピングの単位としております。

千葉県いすみ市の土地については、売却計画に基づき、

減損損失を認識いたしました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額より測定しており、

売却予定資産については確定している売却価額に基づ

き算定しております。

　

当社は、事業資産については事業所等を基準にした管

理会計上の区分単位を、遊休資産については個別物件単

位をグルーピングの単位としております。

千葉県いすみ市の土地については、売却計画に基づき、

減損損失を認識いたしました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額より測定しており、

売却予定資産については確定している売却価額に基づ

き算定しております。

※13　法人税、住民税及び事業税のマイナスは、間接外国

税額控除によるものであります。

 　
　

(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式 (株) 1,713,455 1,954 125,000 1,590,409

(注）増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少はストックオプションの権利行使に伴う交付によるもので

あります。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 前事業年度 増加 減少 当事業年度末

　普通株式　(株) 1,590,409 2,993 56,334 1,537,068

(注）増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少はストックオプションの権利行使に伴う交付及び単元未満

株式の買い増し請求による売渡しであります。

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

 98/118



(リース取引関係)

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

 (借主側)  (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

　 (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相当額 7,243 223 7,467

減価償却累計額
相当額

2,573 106 2,680

期末残高相当額 4,669 116 4,786

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

　 (百万円)(百万円)(百万円)

取得価額相当額 4,721 221 4,943

減価償却累計額　　
相当額

3,091 147 3,239

期末残高相当額 1,629 73 1,703

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

1年内 3,039百万円

1年超 1,828百万円

合計 4,868百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

1年内 1,714百万円

1年超 46百万円

合計 1,761百万円

　 　

　

　 　

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 2,913百万円

減価償却費相当額 2,825百万円

支払利息相当額 109百万円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 2,698百万円

減価償却費相当額 2,708百万円

支払利息相当額 95百万円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　同左

 

 

　　　　　　　───────

 

 

 

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1)　リース資産の内容　

　　 有形固定資産

主として、自動車内装部品事業における金型（工

具、器具及び備品)であります。

(2)　リース資産の減価償却の方法　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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　 前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

　　未経過リース料

 

1年内 187百万円

1年超 4百万円

合計 192百万円

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

1年内 90百万円

1年超 8百万円

合計 98百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　

前事業年度

(平成20年３月31日)

当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

流動資産 　

　（繰延税金資産） 　

　　賞与引当金 213

　　その他 169

　　繰延税金資産合計 383

固定資産

　（繰延税金資産）
　

　　退職給付引当金 976

　　投資有価証券評価損 396

　　固定資産評価損 179

　　その他 187

　　繰延税金資産小計 1,740

　　評価性引当額 △573

　　繰延税金資産合計 1,166

　（繰延税金負債） 　

　　その他有価証券評価差額金 △476

　繰延税金負債合計 △476

繰延税金資産の純額 690

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

流動資産 　

　（繰延税金資産） 　

　　賞与引当金 133

　　その他 248

　　繰延税金資産小計 381

　　評価性引当額 △381

　　繰延税金資産合計 ―

　固定資産

　（繰延税金資産）
　

　　退職給付引当金 805

　　固定資産評価損 179

　　投資有価証券評価損 124

　　繰越欠損金 988

　　その他 165

　　繰延税金資産小計 2,263

　　評価性引当額 △2,263

　　繰延税金資産合計 ―

　（繰延税金負債） 　

　　その他有価証券評価差額金 △144

　繰延税金負債合計 △144

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.6

（調整） 　

　評価性引当額 3.0

　交際費等損金不算入 6.7

　受取配当金益金不算入 △30.0

　住民税均等割 2.2

　外国税額控除 △13.1

　過年度法人税等 △9.3

　その他 3.2

税効果会計適用後の法人税等の　負
担率

3.3

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.6

（調整） 　

　外国税額控除 △15.2

　評価性引当金 △103.3

　交際費等損金不算入 △1.4

　受取配当金益金不算入 0.5

　住民税均等割 △1.0

　その他 △2.3

税効果会計適用後の法人税等の　負
担率

△82.1
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(企業結合等関係)

前事業年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 413円31銭

１株当たり当期純利益 20円94銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
20円79銭

　

１株当たり純資産額 290円42銭

１株当たり当期純損失 95円61銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

　 　

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

(平成20年３月31日)

当事業年度末

(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 15,673 11,028

普通株式に係る純資産額（百万円） 15,673 11,028

普通株式の発行済株式数（株） 39,511,728 39,511,728

普通株式の自己株式数（株） 1,590,409 1,537,068

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

37,921,319 37,974,660

　

２．１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)　（百万円） 793 △3,629

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳　（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)　　　　　
（百万円）

793 △3,629

普通株式の期中平均株式数（株） 37,867,822 37,963,634

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳（株） 279,779 ―

新株予約権（株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成17年６月29日の定時
株主総会決議に基づく新
株予約権
(新株予約権の数989個)

平成14年６月27日の定時
株主総会決議に基づく新
株予約権
(新株予約権の数569個)
平成17年６月29日の定時
株主総会決議に基づく新
株予約権
(新株予約権の数989個)
　なお、新株予約権の概要
は「第４ 提出会社の状
況、１ 株式等の状況、(2) 
新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

　

(重要な後発事象)

　

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

ティ・エステック㈱ 672,000 467

㈱タチエス 905,800 394

日産車体㈱ 333,235 189

㈱りそなホールディングス 107,800 141

㈱ヨロズ 170,000 140

日産自動車㈱ 307,808 107

㈱みずほフィナンシャルグループ　　　　
第11回第11種優先株式

100,000 100

㈱横浜銀行 220,003 91

㈱みずほフィナンシャルグループ 330,920 62

富士重工業㈱ 145,500 46

㈱三井住友フィナンシャルグループ 12,545 42

その他15銘柄 659,972 197

小計 3,965,583 1,982

計 3,965,583 1,982

　

　

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

有価証券報告書

104/118



【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 7,824 150 29 7,945 5,229 210 2,715

　構築物 1,290 13 ― 1,303 1,063 38 240

　機械及び装置 9,518 643 80 10,0817,635 730 2,445

　車両及び運搬具 64 ― 6 58 56 0 2

　工具、器具及び備品 3,276 4,678 34 7,921 3,952 1,489 3,968

　土地 1,656 64
11

1,708 ― ―
1,708

(11) 　

　建設仮勘定 2,219 3,475 3,586 2,108 ― ― 2,108

　有形固定資産計 25,8509,025
3,749

31,12617,9372,46913,189
(11)

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 54 ― ― 54 ― ― 54

　ソフトウェア 3,336 1,142 312 4,166 1,727 639 2,439

　電話加入権　 0 ― 0 0 ― ― 0

　無形固定資産計 3,391 1,142 313 4,221 1,727 639 2,493

長期前払費用 46 38 56 28 ― ― 28

(注)　１　建物の主な増減は、次のとおりであります。

(増加) 寒川本社地区 電算室免震工事 16百万円

　 寒川事業部 J工場屋根改修 16百万円

　 九州事業部 空調設備更新 42百万円

(減少) 寒川事業部 冷暖房設備 24百万円

２　機械及び装置の主な増減は、次のとおりであります。

(増加) 寒川本社地区 マルチ衝撃試験機 53百万円　 頭部衝撃試験機 33百万円

　 寒川事業部 ウォータジェットカット機 48百万円　 　 　

　 寄居事業部 真空成形機 57百万円　 KPM成形機 56百万円

(減少) 寒川事業部 超音波機 ３百万円 　 塗布機 ２百万円

　 九州事業部 振動溶着機 ８百万円 　 ネツバメ機 ４百万円

３　工具、器具及び備品の主な増減は、新規及び更新の金型等であります。

(増加) 各種金型 4,248百万円 　 各種治具・検具 336百万円

(減少) 各種金型 12百万円 　 各種治具・検具 19百万円

４　土地の減少は、次のとおりであります。

(増加) 寄居事業部 64百万円

(減少) 千葉県いすみ市(減損) 11百万円

５　建設仮勘定の増加は新規金型他の増加であり、減少は本勘定への振替であります。

６　ソフトウェアの主な増加は、次のとおりであります。

グローバル情報システム 672百万円 　

CADライセンス 406百万円 　

７　「当期減少額」欄の(　)内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(目的使用)

(百万円)

当期減少額

(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 2 2 ― 1 4

賞与引当金 526 327 526 ― 327

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、会員権売却等に伴う取崩しであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 1

預金 　

　当座預金 233

　普通預金 46

　別段預金 8

計 289

合計 290

　

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱タチエス 5

旭ゴム㈱ 1

㈱コーヨー化成 1

合計 8

　

期日別内訳

期日別 金額(百万円)

平成21年４月満期 0

　　〃　５月 〃 5

　　〃　６月 〃 0

　　〃　７月 〃 0

　　〃　８月 〃 1

合計 8

　

③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日産自動車㈱ 2,122

富士重工業㈱ 1,625

ダイハツ工業㈱ 1,086

日産車体㈱ 970

林テレンプ㈱ 804

その他 1,581

合計 8,191
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首繰越高

(百万円)

当期発生高

(百万円)

当期回収高

(百万円)

次期繰越高

(百万円)
回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)

─────

(A) ＋ (B)

 

× 100

(A) ＋ (D)

─────

２

──────

(B)

─────

365

13,861 61,679 64,548 8,191 89.6 65.3

(注)　上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　製品

品名 金額(百万円)

サンバイザー 45

ドアー内装部品 28

ルーフ部品 6

ラゲージサイド 5

吸遮音部品 2

ボディサイド 1

その他 36

合計 127

　

⑤　仕掛品

品名 金額(百万円)

金型仕掛品 1,276

設計委託仕掛品 689

ドアー内装部品 23

ルーフ部品 13

サンバイザー 2

その他 74

合計 2,080

　

⑥　原材料及び貯蔵品

品名 金額(百万円)

組立品 47

表皮材 40

合成樹脂 29

脂成形品 11

設備補修部品 3

その他 57

合計 190
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⑦　関係会社株式

相手先 金額(百万円)

M-TEK INC. 8,709

R-TEK Ltd. 911

カサイメヒカーナ 811

㈱エーピーエム 795

三重河西㈱ 690

その他 2,557

合計 14,476

　

⑧　関係会社に対する長期貸付金

相手先 金額(百万円)

三重河西㈱ 1,875

河西テック㈱ 1,470

岩手河西㈱ 1.347

㈱三国製作所 416

㈱ケーピーケィ 259

合計 5,368

　

⑨　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

豊洋精工㈱ 8

辻プラスチック㈱ 7

中島電機設備㈱ 6

㈱大丸製作所 3

キョ-ラク㈱ 2

その他 3

合計 31

　

期日別内訳

期日別 金額(百万円)

平成21年４月満期 10

　 〃　 ５月 〃 9

　 〃　 ６月 〃 8

　 〃　 ７月 〃 3

合計 31
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⑩　買掛金

相手先 金額(百万円)

長瀬産業㈱ 1,213

りそな決済サービス㈱ 1,167

三重河西㈱ 605

㈱ケーピーケィ 436

㈱三国製作所 329

その他 4,180

合計 7,934

　

⑪　短期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱横浜銀行 4,200

㈱りそな銀行 4,000

㈱みずほコーポレート銀行 2,400

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000

㈱三井住友銀行 900

その他 144

計 14,644

１年内返済予定の長期借入金 　

㈱りそな銀行 424

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 240

㈱三井住友銀行 126

日本政策投資銀行 79

㈱横浜銀行 70

計 939

合計 15,583
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⑫　設備関係支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱フジミ 1

合計 1

　

期日別内訳

相手先 金額(百万円)

平成21年５月満期 1

合計 1

　

⑬　長期借入金

相手先 金額(百万円)

シンジケート・ローン 9,500

㈱りそな銀行 900

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 200

㈱三井住友銀行 200

合計 10,800

(注）シンジケート・ローンは株式会社みずほコーポレート銀行を主幹事とする７社によるもの及び株式会社りそな銀

行を主幹事とする13社によるものであります。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

(注) 当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

1　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

2　取得請求権付株主の取得を請求する権利

3　募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

4　前条に規定する単元未満株式の買増しを請求することができる権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までに次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

　　 事業年度 第77期(自　平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)平成20年6月26日関東財務局長に

　　 提出。

　

(2)　四半期報告書、四半期報告書の確認書

　　 第78期第１四半期(自　平成20年４月１日　至 平成20年６月30日)　平成20年８月13日関東財務局

　　 長に提出。

　　 第78期第２四半期(自　平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)　平成20年11月13日関東財務局

　　 長に提出。

　　 第78期第３四半期(自　平成20年10月１日　至 平成20年12月31日)　平成21年２月12日関東財務局

　　 長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

　 平成20年６月26日
　

河 西 工 業 株 式 会 社
取 締 役 会　  　　御中
　

　
　

　 監査法人　トーマツ

　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　林　　　克　次　    　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　北　川　雄基郎　　  　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　日　下　靖　規　    　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている河西工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、河西工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

　 平成21年６月26日
　

河 西 工 業 株 式 会 社
取  締  役  会　 　御中
　

　 監査法人　トーマツ
　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　日　下　靖　規　    　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　北　川　雄基郎　　  　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　 奥　津　佳　樹      　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている河西工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務
諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責
任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、河西工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連
結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
　
追記情報
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は在外子会社の収
益及び費用の換算方法を変更した。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、河西工業株式会社
の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用
並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告
書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に
は防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、河西工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価
の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。
２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

　 平成20年６月26日
　

河 西 工 業 株 式 会 社
取　締　役　会　　 御中

　

　 監査法人　トーマツ

　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　林　　　克　次　    　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士 　北　川　雄基郎　　  　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　 日　下　靖　規　　  　㊞

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている河西工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第77期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、河西工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

　 平成21年６月26日
　

河 西 工 業 株 式 会 社
取　締　役　会　 　御中　

　

　 監査法人　トーマツ

　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　日　下　靖　規　　    　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　北　川　雄基郎　　　  　㊞

　 　 　 　

　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　奥　津　佳　樹　      　㊞

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている河西工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第78期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、河西工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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